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（国立大学） ①国立大学法人化による変化 自立的な運営のための改革推進、大学院の重点整備 １．１３















































































































































社会とのチャンネル ①主な研究機関の公開状況 国民の理解増進のため研究機関等の公開 ５．２
科学技術に関する倫理と社会的責任
２章Ⅱ６．（１）












































































































































































































   サブテーマ①の調査対象期間について、設定した指標の数値データを収集し整理する。 
 ③達成状況評価 





  ・定量目標が明示された施策の数データからみた達成状況評価 
  ・定量的な状況把握が可能な施策の数値データからみた基本計画前後の達成状況評価 
  ・科学技術関係人材育成関連プログラムの数値データと関連情報をサブテーマ⑤―１に活用 
  ・産学官連携・地域イノベーション振興の数値データと関連情報をサブテーマ⑤―２に活用 
 ②２年度目 
  ・最新データを追加した１年目のフォローアップ 
  ・サブテーマ①の政府研究開発投資とのクロス分析を通じた達成状況評価 
  ・サブテーマ③の論文や特許等のアウトプットとのクロス分析を通じた達成状況評価 
  ・科学技術関係人材育成関連プログラムの数値データと関連情報をサブテーマ⑤―１に活用 
















































































































































































いている。例えば、｢-2002 年｣は、1998～2002 年の 5年間の累積値を意味する。 













（平成 13 年度～） 
ノーベル賞  白川英樹（化学賞） 野依良治（化学賞） 
小柴昌俊（物理学賞） 
田中耕一（化学賞） 
ウルフ賞   野依良治（化学賞） 
佐藤幹夫（数学賞） 









 飯島澄男（物理学賞） 中村修二（工学賞） 
ｷﾝｸﾞﾌｧｲｻﾙ国際賞   中西香爾（科学賞） 
出典：総合科学技術会議「科学技術基本計画（平成 13～17 年度）に基づく科学技術政策の進捗















































タンパク３０００プロジェクト 文部科学省 14～18 9,512
ゲノム科学総合研究の推進 文部科学省 11～24 3,494*




発生・再生研究の推進 文部科学省 12～19 2,560*






















先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 農林水産省 13～17 1,973




指定試験事業委託費 農林水産省 S2～ 1,136
食品の安全性及び機能性に関する総合研究 農林水産省 13～18 828














化学物質総合評価管理プログラム 経済産業省 13～18 479*








化学物質の環境リスク評価推進費 環境省 - 403












































ナノバイオテクノロジープロジェクト 経済産業省 15～17 149*
大都市大震災軽減化特別プロジェクト 文部科学省 14～18 3,038
地震調査研究推進に必要な経費 文部科学省 - 2,128
固体地球統合フロンティア研究費 文部科学省 13～32 1,599










高度道路交通システム（ITS）等に関する研究 国土交通省 - 8,387
静止気象衛星業務 国土交通省 S48～ 5,321
電子基準点測量 国土交通省 - 900
ロボット等によるＩＴ施工システムの開発 国土交通省 15～19 159
高分解能衛星データ処理室の設置 国土交通省 15～15 104


















































































































注１：平成 16 年度は、文部科学省「平成 16 年度政府予算案及び平成 15 年度補正予算における科学技
術関係経費（速報値）」（平成 15 年 12 月 26 日）による当初予算である。 
注２：平成８年度以降の科学技術関係経費は、対象経費の範囲が見直されている。以下同様。 
出典：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 15 年度予算における科学技術関係経費」 
















































































予算の総額 5,732 6,140 7,143 8,623 7,839 8,010    
国の科学技術関係経
費との整合性を考慮 － － － － － － 5,076 4,899 4,568
し整理した金額（注２）











第 5 7究（ 回調査）」(平成 13年 月)、（財）全日本地域研究交流協会「平成 15年度地域の科学技術
振興状況の実態調査報告書」(平成 15 年 3 月)、文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度政








図表序．１．８ 政府研究開発投資（国＋地方）の推移 （単位：億円） 
 








平成 13年度 平成 14年度 平成 15年度 
国    ４０，７６６ ３８，６８２ ３６，０１５
地方公共団体 ５，０７６ ４，８９９ ４，５６８ 
合計（政府研究開









は国の科学技術 費との整合性を 理した金額。 
注２：地方公共団体の平成 15年度は当初予算のみ。 
出典：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 15 年度
成 15 年 5 月)及び各年版、（財）全日本地域研究交流協会「平成 15 年度地域の科学技
術振興状況の実態調査報告書」(平成 15 年 3 月)、文部科学省科学技術・学術政策局
「平成 16 年度政府予算案及び平成 15 年度補正予算における科学技術関係経費（速報
値）」（平成 15 年 12 月 26 日）より作成。 
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基礎研究 応用研究 開発研究 試験調査等 分類不能


































注 10：平成 15 年度は当初予算のみである。 
注 11：競争的資金と独法分の研究費の推計を含めているため、使途別集計の研究費とは一致しない。 





















































































ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料
エネルギー 製造技術 社会基盤 フロンティア
人文社会 その他・理学的研究 分類不能

































































































創設期間 担当省 担当機関 制度名 創設年度
文部科学省 本省、日本学術振興会 科学研究費補助金 昭和42年度～
厚生労働省 本省 厚生科学研究費補助金 昭和28年度～
文部科学省 本省 科学技術振興調整費 昭和56年度～
環境省 本省 地球環境研究総合推進費 平成2年度～
文部科学省 科学技術振興事業団 戦略的基礎研究事業費（平成14年度より戦略的創造研究推進事業） 平成7～13年度
総務省 通信・放送機構経費 情報通信分野における基礎研究推進制度 平成8年度～
文部科学省 日本学術振興会 未来開拓学術研究推進事業（平成14年度より未来開拓学術研究費補助金） 平成8～13年度
厚生労働省 医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構 保健医療分野における基礎研究推進事業（平成13年度までは基礎研究推進事業出資金） 平成8年度～
農林水産省 生物系特定産業技術研究推進機構 新技術・新分野のための基礎研究推進事業 平成8年度～
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 新規産業創造型提案公募事業 平成8～13年度
国土交通省 運輸施設整備事業団 運輸分野における基礎的研究推進制度 平成9年度～
総務省 本省 情報通信ブレークスルー基礎研究21における公募研究 平成10～13年度
文部科学省 本省 革新的技術開発研究推進費補助金(H14年度より独創的革新技術開発研究提案公募制度） 平成12～13年度
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 産業技術研究助成事業費 平成12年度
総務省 本省 量子情報通信技術の研究開発 平成13年度
国土交通省 本省 建設技術の研究開発助成経費 平成13年度～
総務省 本省 戦略的情報通信研究開発推進制度（既存３制度を統合） 平成14年度～
文部科学省 科学技術振興事業団 戦略的創造研究推進事業（戦略的基礎研究事業費の再編） 平成14年度～
文部科学省 本省 独創的革新技術開発研究提案公募制度（平成13年度までは革新的技術開発研究推進費補助金） 平成14年度～
文部科学省 本省 大学発ベンチャー創出支援制度 平成14年度～
文部科学省 本省 未来開拓学術研究費補助金（未来開拓学術研究推進事業の再編） 平成14年度～
農林水産省 本省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 平成14年度～
農林水産省 本省 民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業 平成14年度～
総務省 消防庁 消防防災科学技術研究推進制度 平成15年度～










































































































































































































































































































































































 H7 年度 H8 年度 H9 年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度
競争的資金 1,248 1,701 2,160 2,325 2,618 2,968 3,263 3,457 3,490
対前年度比 11.9% 36.4% 27.0% 7.6% 12.6% 13.2% 10.1% 5.9% 1.4%
























































































































































































































































































































































図表１．１．９ 競争的資金の配分先の個人・グループ別（36 機関） 
 し 
典：各研究機関へのアン 計画の達成状況調査にかかる





個人のみに配分 グループに配分 両方に配分 回答無
平成 7年度 1 180 1
平成 12 年度 1 9 3 18
平成 13 年度 2 10 4 18
平成 14 年度 0 10 6 18




典：各研究機 の かる関 」



























科研費　奨励研究（A）（B） 平成14年度 廃止 科研費 奨励研究 平成１４年
































































































平成 14年 6月 19日 
③「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」平成１３年４月２０日、競争的資金
に関する関係府省連絡会申し合わせ 






























































































































































   
 
（２）２期計画期間中（平成１３年度～） 
 ①総合科学技術会議、「競争的研究資金制度改革について中間まとめ(意見)」平成 14 年



















































注 ：「教育研究基盤校費」＝国立学校特別会計(2 兆 8,045 億円(平成 15 年度))における教育研究基
盤校費(2,130 億円)のうち科学技術関係経費登録分である（教官当積算校費、大学等積算校費
の合計額をもとに教育と研究のウエイト、科学技術系教官の割合等を考慮したもの）。なお、
平成 16 年度以降は使途を特定しない一項一目の運営費交付金予算となる。 
  「競争的資金」＝競争的資金は、各種の競争的資金で国立大学に配分された額を示す。競争的



















 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度
科学研究費補助金 83,850 87,380 131,880 155,570 169,430 206,728
教官当積算校費 
（教育研究基盤校費の一部） 
711,470 763,210 788,132 819,234 861,534 957,733
受託研究費 22,438 18,043 41,856 41,497 52,129 119,372
奨学寄附金 136,425 116,714 142,564 134,728 139,025 125,482
民間等との共同研究費 37,950 33,434 59,810 69,114 53,333 55,054
計 992,133 1,018,781 1,164,242 1,220,143 1,275,451 1,464,369
 
 平成９年度 平成 10年度 平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度
科学研究費補助金 237,310 206,687 303,810 264,630 241,207 302,712
教官当積算校費 
（教育研究基盤校費の一部） 
982,995 966,947 921,911 915,896 343,977 340,621
受託研究費 134,729 141,053 151,902 102,488 129,397 211,060
奨学寄附金 157,829 139,611 116,214 120,331 148,808 168,349
民間等との共同研究費 67,508 77,179 89,321 117,840 115,128 129,742
その他補助金   63,825
計 1,580,371 1,531,477 1,583,158 1,521,185 978,517 1,216,309
 
注：平成１3年度教官当積算校費は推定額。 








































































10%未満 10%以上20%未満 20%以上30%未満 30%以上40%未満

































































































































































































③大学の教員等の任期に関する法律」施行 平成 9年 8月  




平成 13年 12月 25日 
②「若手任期付研究員支援制度」科学技術振興調整費を活用して実施 平成 13年度より 
③人事院規則等改正（3年任期を 5年へ）：従前の人事院の個別承認を包括承認（事後承
認）扱いに変更、給与の個別承認も廃止、各機関が業績、能力に応じて弾力的な処遇
を図れるよう措置 平成 14年 6月 20日施行   







平成 14年 8月 8日 

























































出典：人事院、「関係する施策等(時系列)  第 1 期科学技術基本計画策定以降」。 
 
⑥任期年数の状況 





3 年の任期(若手育成型)を 5年とするために個別承認が必要 
改正後  ・包括承認(事後報告)の取り扱いに変更（任期付研究員運用通知） 
・給与の個別承認も廃止し、各機関が業績、能力に応じて弾力的な処遇を図
れるよう措置（人事院規則 20-0 第 6 条、任期付研究員運用通知） 
出典：総合科学技術会議、「科学技術基本計画(平成 13～17 年度)に基づく科学技術政策の進捗







研究者の比率は拡大し、平成 16 年では各々2.2％、6.5％となっている。また、26～30 歳で
は 6.8％・20.5％、31～35 歳では 5.5％・16.6％と、平成 14 年に比べて平成 16 年には拡大
している。 
 
図表１．４．１ 国立試験研究機関における任期付研究者の状況（研究者数は単位：人）  
＜国立試験研究機関＞ 
常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付
人数 2,385 23 57 0 239 10 407 7 413 2 402 3 346 1 322 0 185 0 14 0
構成比 - 1.0 - 0.0 - 4.0 - 1.7 - 0.5 - 0.7 - 0.3 - 0.0 - 0.0 - 0.0
人数 2,235 36 34 0 212 15 381 12 394 3 382 3 337 2 309 1 172 0 14 0
構成比 - 1.6 - 0.0 - 6.6 - 3.1 - 0.8 - 0.8 - 0.6 - 0.3 - 0.0 - 0.0
人数 2,289 52 22 0 206 15 377 22 406 7 419 5 324 2 308 1 211 0 16 0
構成比 - 2.2 - 0.0 - 6.8 - 5.5 - 1.7 - 1.2 - 0.6 - 0.3 - 0.0 - 0.0








注１：平成 16 年は 1月 1日現在、それ以外は 4月 1日現在。 





常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付
人数 8,381 431 84 0 630 146 1,456 175 1,663 73 1,310 12 1,148 5 1,216 8 855 6 19 6
構成比 - 4.9 - 0.0 - 18.8 - 10.7 - 4.2 - 0.9 - 0.4 - 0.7 - 0.7 - 24.0
人数 8,096 481 71 0 554 127 1,401 205 1,633 84 1,361 29 1,153 7 1,144 12 757 7 22 10
構成比 - 5.6 - 0.0 - 18.6 - 12.8 - 4.9 - 2.1 - 0.6 - 1.0 - 0.9 - 31.3
人数 8,164 572 41 0 480 124 1,307 260 1,723 112 1,415 37 1,176 6 1,109 14 885 9 28 10









注１：平成 16 年は 1月 1日現在、それ以外は 4月 1日現在。 





常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付 常勤 任期付
人数 10,766 454 141 0 869 156 1,863 182 2,076 75 1,712 15 1,494 6 1,538 8 1,040 6 33 6
構成比 - 4.0 - 0.0 - 15.2 - 8.9 - 3.5 - 0.9 - 0.4 - 0.5 - 0.6 - 15.4
人数 10,331 517 105 0 766 142 1,782 217 2,027 87 1,743 32 1,490 9 1,453 13 929 7 36 10
構成比 - 4.8 - 0.0 - 15.6 - 10.9 - 4.1 - 1.8 - 0.6 - 0.9 - 0.7 - 21.7
人数 10,453 624 63 0 686 139 1,684 282 2,129 119 1,834 42 1,500 8 1,417 15 1,096 9 44 1








総数 ～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳
0
注１：平成 16 年は 1月 1日現在、それ以外は 4月 1日現在。 





 採用実績：招聘型 14 名、若手育成型 137 名（平成 9年 6月施行より 12 年 2 月 1日まで） 
・国研における任期付き研究者数  129 人（平成 11 年 4 月 1日現在） 
・国研の全研究員数のうち任期付き研究者が占める割合 1.3％ （平成 11 年 4 月 1 日
現在、全研究者数 9,791 人） 
・国研における任期付き研究者採用数  44 人（平成 11 年 4 月 1日採用時点） 
・国研の全採用者のうち任期付研究者の占める割合 18％ （平成 11 年 4 月 1日付け全
採用者数 247 人） 
出典：科学技術庁、「科学技術基本計画のフォローアップ」(平成 12 年 1 月実施)。 
 
 定員数：平成 14 年度 
 ・独法・国研 98 機関全体での任期付き研究者の定員は 472 人 
 ・独法・国研 98 機関全体の研究者合計（14,096 人）に占める任期付き研究者の比率は
3.3％ 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問票」





・招へい型の任期付任用者数は平成 9年度から 14 年度に 4.4 倍、若手育成型の任期付任用
者数は 9年度から 14 年度に 9.0 倍に拡大。 
 




計 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度
法務省 法務総合研究所 2 1 1
文部科学省 科学技術政策研究所 4 1 1 2
厚生労働省 国立循環器病センター 3 3





国際農林水産業研究センター 2 1 1
（産業技術融合領域研究所） 1 1
（機械技術研究所） 1 1 1
（物質工学工業研究研究所） 1
（生命工学工学技術研究所） 1 3 2







国立環境研究所 8 5 3













②表 若手育成型任期付任用者数（29 機関、493 件） 
府省等名 試験研究機関名
計 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度
内閣府 経済社会総合研究所(経済研究所） 1 1
文部科学省 科学技術政策研究所 5 1 1 2 1
厚生労働省 国立公衆衛生院 1 1
国立がんセンター 1 1
国立循環器病センター 1 1
国土交通省 国土地理院 1 1
国土技術政策総合研究所 11 2 9
独立行政法人 通信総合研究所 18 1 3 14
消防研究所 1 1
酒類総合研究所(醸造研究所） 1 1
無機材質研究所 21 1 1 1 6 3
金属材料技術研究所 2 2 5
防災科学技術研究所 1 1
航空宇宙技術研究所 13 1 5 7
放射線医学総合研究所 16 2 1 4 5 4
国立健康・栄養研究所 6 2 4
野菜・茶業試験場 15 1 5 8
東北農業試験場 1
農業生物資源研究所 2 2
農業環境技術研究所 4 1 3
農業工学研究所 1 1
国際農林水産業研究センター 1 1
（産業技術融合領域研究所） 2 6 5
（計量研究所） 2
（機械技術研究所） 1 3 4 6
（物質工学工業研究研究所） 1 7 7 13
（大阪工業技術研究所） 4 8 6 6
（名古屋工業技術研究所） 1 7 4 5
（生命工学工学技術研究所） 312 1 5 4 1 89
（電子技術総合研究所） 2 9 7 11





その他 0 4 3 5
土木研究所 9 4 1 3 1
建築研究所 4 4
交通安全環境研究所(交通安全公害研究所） 4 1 1 2
海上技術安全研究所（船舶技術研究所） 12 1 2 4 1 4
港湾空港技術研究所（港湾技術研究所） 4 2
電子航法研究所 1 1
北海道開発土木研究所 3 1 2
国立環境研究所 23 3 1 11 8



























援プログラムは平成 13 年度から平成 14 年度に予算が拡充され、平成 13 年度プログラ
ム適用者 66 人の 94.1％は次年度も継続適用されている。 
 
図表１．４．３ 若手任期付研究員支援プログラムの状況 































・任期付任用制度を導入している大学は、平成 10 年の 21 校から平成 14 年の 196 校へと増














































































































国立大学（99） 65 3,546 5.8% 
公立大学（75） 12 131 1.2% 
私立大学（512） 119 1,571 1.9% 
大学共同利用機関（15） 9 73 4.1% 
注：14 年度定員：大学は学校基本調査、大学共同利用機関は公表資料に基づき集計。 
出典：総合科学技術会議、「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」、
平成 15 年 5月 27 日。 
 
図表１．４．８ 教員採用にあたっての  図表１．４．９ 教員の採用総数に占める 
公募実施状況               公募適用数 
出典：中央教育審議会大学分科会 大学教員組織 出典：中央教育審議会大学分科会 大学教員組織 
1991年度 1994年度 1997年度 2000年度
計 514 552 586 649
国立 97 98 98 99
公立 39 48 57 72
私立 378 406 431 478
計 262 313 350 412
国立 85 93 93 96
公立 27 37 47 67
私立 150 183 210 249
計 51.0% 56.7% 59.7% 63.5%
国立 87.6% 94.9% 94.9% 97.0%
公立 69.2% 77.1% 82.5% 93.1%











計 2,072 2,435 3,272 4,224
国立 1,166 1,543 2,049 2,616
公立 173 210 234 415











の在り方に関する検討委員会（第２回配布    の在り方に関する検討委員会（第２回配布 
資料４；大学教員の流動性について）。      資料４；大学教員の流動性について）。 
 
図表１．４．10 公的研究機関等の公募の実施状況（平成 13･14･15 年度） 








































































（平成 13･14･15 年度） 
























































































































○「ポストドクター等 1万人支援計画」 平成 7年度 





















－ 1 人（180 人中）
 農林水産新産業技術開発事業
（平成 9年度新規） 
－ 11 人（12 人中）









7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度
14 年 1 月現在 
までの合計 
支援課題数 （12） （10） （16） （12） （22） （79）
協力員数(人) 66 53 81 50 100 50 519
倍率   5.9 2.8
予算額 
(百万円) 
 1,000 1,241 1,918 2,486 2,807
出典：「九州農業試験場ニュース」（HP）、No.79、2000 年、科学技術振興事業団、「機関評価
報告書」（研究交流促進・研究支援事業）（HP）、科学技術庁、「科学技術基本計画のフォ



















④若手研究者を対象とした競争的資金の状況   
・基本計画では「競争的資金倍増の中で、若手研究者を対象とした研究を重点的に拡充す
る」とうたわれている。若手研究者を対象とした制度は、予算額ベースで平成 12 年度は
平成 7年度の 2倍以上に拡大。 
 






























(平成 12 年度新規)（注２） 
― 38 ―
科学研究費補助金のうち特定領域研究 C（注１） 
(平成 12 年度新規) 
― 24 ―
科学研究費補助金のうち特定領域研究における若手枠 
（平成 14 年度新規） 
― ― 386 の内数
科学研究費補助金のうち奨励研究 A（注１） 62 90 2
科学研究費補助金のうち特別研究員奨励費 27 53 57
科学研究費補助金のうち若手研究 A（平成 14 年度新規） ― ― 25
科学研究費補助金のうち若手研究 B（平成 14 年度新規） ― ― 110
文部科学省 
科学技術振興調整費のうち若手任期付研究員支援 
（平成 13 年度新規） 
― ― 15
経済産業省 産業技術研究助成事業（平成 12 年度新規） ― 16 53
情報通信分野における基礎研究推進制度のうち産学官
連携支援・若手研究者支援型研究開発制度 









（平成 14 年度新規）（注３） 
― ― 5 の内数
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業のうち若





― ― 30 の内数
国土交通省 
運輸分野における基礎的研究推進制度のうち若手研究
者支援措置（平成 14 年度新規）（注５） 
― ― 4 の内数
環境省 
地球環境研究総合推進費（課題検討調査研究）のうち若
手研究者枠（平成 14 年度新規） 
― ― 29 の内数
 計（注６） 108 280 270
注１：平成 13 年度で新規課題採択を終了。 












は、所内の概ね 40歳以下の研究職員を対象とした表彰を平成 15年度から実施している。 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問票」





ストドクター等の人件費を確保した事例は、平成 7 年度は 1 機関のみであったものが、
14 年度には 8機関にまで拡大。 
 
図表１．５．５ 研究費での人件費（ポストドクター、研究支援者等）確保（36 機関） 
平成 7年度 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 
1 機関 6 機関 8 機関 8 機関 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問票」





































































特別研究員（PD) 日本学術振興会 1,609 1,891 9,163
特別研究員（SPD) 日本学術振興会 - 12 34
特殊法人型
基礎科学特別研究員制度 理化学研究所 227 192 1,832
博士研究員流動化促進費 日本原子力研究所 100 100 918
特別研究員等 海洋科学技術センター 12 15 99
宇宙開発特別研究員 宇宙開発事業団 32 45 362
任期付研究員制度 核燃料サイクル開発機構 17 17 164
プロジェクト雇用型
戦略的創造研究推進事業 科学技術振興事業団 456 660 4,682
創造科学技術推進制度 科学技術振興事業団 68 96 803
計算科学技術活用型特定研究開発推進事業 科学技術振興事業団 29 66 520
地域結集型共同研究事業 科学技術振興事業団 38 120 882
ITBL用公募型計算科学技術活用事業 科学技術振興事業団 0 4 34
未来開拓学術研究推進事業 日本学術振興会 290 303 1,704
地球ﾌﾛﾝﾃｨｱﾎﾟｽﾄﾄﾞｸﾀｰ研究員 宇宙開発事業団 5 5 20
地球ﾌﾛﾝﾃｨｱﾎﾟｽﾄﾄﾞｸﾀｰ研究員 海洋科学技術センター 39 32 127
地球観測ﾌﾛﾝﾃｨｱﾎﾟｽﾄﾄﾞｸﾀｰ研究員 海洋科学技術センター 20 16 58
国立大学等雇用型
非常勤研究員 国立大学等 957 581 2,266
ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ非常勤研究員 国立大学 未集計 340 1,327
文部科学省　博士課程学生
フェローシップ型
特別研究員（DC) 日本学術振興会 2,060 3,106 6,592
特殊法人型
ｼﾞｭﾆｱ･ﾘｻｰﾁ･ｱｿｼｴｲﾄ制度 理化学研究所 165 139 319
特別研究生 日本原子力研究所 60 60 81
文部科学省　海外派遣(ポスドク）
フェローシップ型
海外特別研究員 日本学術振興会 228 361 1,555
文部科学省　外国人招聘(ポスドク）
フェローシップ型
外国人特別研究員 日本学術振興会 1,340 1,653 6,905
厚生労働省　博士課程修了者等(ポスドク）
プロジェクト雇用型
厚生労働科学研究推進事業 公益法人 未集計 541 3,002
農林水産省　博士課程修了者等(ポスドク）
プロジェクト雇用型
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 生物系特定産業技術研究推進機構 198 150 1,100
民間結集型ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ創出技術開発事業 民間企業等 23 29 88
先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 都道府県、大学、独立行政法人、民間 - 44 323
沖縄対応特別研究 農業技術研究機構 1 1 7
経済産業省　博士課程修了者等(ポスドク）
フェローシップ型
産業技術フェローシップ NEDO 415 396 2402
プロジェクト雇用型
地域新生コンソーシアム研究開発制度 経済産業省(内局） 未集計 49 245
地域新生コンソーシアム研究開発制度(中小企業
庁） 中小企業庁(内局） 未集計 73 146
経済産業省　海外派遣(ポスドク）
能力開発支援型




















































































































 ①「独立行政法人通則法」(平成 11年法律第 103号)に基づく独立行政法人研究機関の評
価 
 ②「国の研究開発全般に共通する評価の実施方法のあり方についての大綱的指針」 内
閣総理大臣決定 平成 9年 8月 
 ③「学術研究における評価の在り方について」学術審議会が建議 平成 9年 12月 
 
（２）２期計画期間中（平成１３年度～） 
 ①「国の研究開発評価に関する大綱的指針」内閣総理大臣決定 平成 13年 11月 















































注：平成 14 年度までの拡大傾向が、平成 15 年度に低下に転じたのは、研究機関の独法
化により独法の評価予算が把握できなくなったためである。 
出典：文部科学省科学技術・学術政策局、「平成 15年度予算における科学技術関係経費」







票」回答結果より作成（平成 15 年度）。 
 






捗状況」、平成 15 年 5月 27 日 
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警察庁 1 1 0
北海道開発庁 1 1 0
防衛庁 5 5 5
科学技術庁 6 6 6
環境庁 2 2 1
大蔵省 2 2 0
文部省 0 0 0
厚生省 6 6 1
農林水産省 29 29 29
通商産業省 15 15 15
運輸省 5 5 4
郵政省 1 1 1
労働省 2 2 0
建設省 3 3 1
自治省 1 1 0
合計 79 79 63  















機関名 機関数 回答数 1 2 3 4 5 6 7 8
警察庁 科学警察研究所 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1
北海道開発庁 開発土木研究所 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
防衛庁 1～5研 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0
科学技術庁 航技研 1 1 1 0 1 1 0 0 1 1
金研 1 1 1 0 1 1 0 0 1 1
防医研 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
防災研 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1
無機研 1 1 1 0 1 1 0 0 1 1
政策研 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0
環境庁 環境研 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0
水俣病総合研究ｾﾝﾀｰ 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
大蔵省 印刷局研究所 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
醸造研究所 1 1 1 0 0 1 0 0 0 1
文部省 0
厚生省 社会保障・人口問題研 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
医療・病院管理研 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
公衆衛生院 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
感染症研究所 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
健康・栄養研究所 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
薬品食品衛生研 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
農林水産省 農業 20 20 20 0 19 20 0 0 20 20
水産庁 9 9 9 0 9 9 0 0 9 9
通商産業省 融合領域研究所 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15
運輸省 船舶技術研 1 1 1 1 1 1 0 0 1 1
電子航法研 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1
港湾技術研 1 1 1 1 1 1 0 1 1 0
交通安全公害研 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
気象研 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
郵政省 通信総合研 1 1 1 1 1 1 0 0 1 1
労働省 産業安全研 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
産業医学総合研 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
建設省 土木研究所 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1
建築研究所 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
国土地理院 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
自治省 消防研究所 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 79 79 57 21 51 53 17 17 51 54
資料：フォローアップ入手B 72 27 65 67 22 22 65 68


















図表１．６．10 競争的資金 36 制度における評価結果の反映状況 
中間評価結果の反映 36 制度中、63.9％で実施 
事後評価結果の反映 36 制度中、30.9％で実施 
注：一部平成 15 年度実施のものを含む 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問
票」回答より作成（平成 15 年度）。 
 
・なお、以前の調査（科学技術庁、「科学技術基本計画のフォローアップ」(平成 12 年 1



























図表１．６．12 国研等における 評価にかかる予算額 











法務総合研究所 2.60 1.20 1.90 1.90
国土地理院 3.00 4.00 1.00 1.00
総務省情報通信政策局技術政策課 0.03 0.03 0.05
農林水産省農林水産技術会議事務局 0.02 0.07 0.08 0.05  
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問
票」回答より作成（平成 15 年度）。 
 
図表１．６．13 競争的資金における 評価にかかる予算額 
H7年度 H8年度 H9年度H10年度H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度
（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）
建設技術研究開発助成制度 7.50 3.10 3.00
運輸分野における基礎的研究推進制度 0.30 0.30 0.30 0.30
戦略的創造研究推進事業 0.94 0.31 0.44 0.50 0.37
大学等発ベンチャー 創出支援制度 2.90 1.60
独創的革新技術開発研究提案公募制度 0.80 1.10
創造的情報通信技術研究開発推進制度 0.10 0.20 0.10 0.10 0.10 0.20 0.30
国際標準実現型研究開発制度 0.50 0.40 0.50
産学連携支援・若手研究者支援型研究開発制度 0.20 0.70 0.80
地域提案型研究開発制度 0.30 0.40 0.30
ギガビットネットワー ク利活用研究開発制度 0.40 0.20 0.70
先進技術型研究開発助成金（テレコム･インキュベー ション） 12.00 4.00 4.00 4.00 2.00
高齢者・障害者向け通信・放送サー ビス充実研究開発助成 0.10 0.20 0.20 0.20
情報通信技術に関する国際共同研究助成 0.20 0.10 0.50 0.50 0.50 0.50
民間基盤技術研究促進制度 0.25 0.17 0.22
消防防災科学技術研究推進制度 3.00
情報通信ブレー クスルー 基礎研究２１公募研究 2.00 2.00
量子情報通信技術の研究開発　公募研究 1
保健医療分野における基礎研究推進事業 0.34 0.45 0.54 0.58
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 1.00 2.00 2.00 2.00
新事業創出研究開発事業 4.00 3.00 3.00 3.00
生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業 3.00
①新事業：民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業費（H14～）
②旧事業：農林水産新産業技術開発事業（H8～H13) 0.40 0.60 0.30 0.30 0.30
先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 0.49 0.41
産業技術研究助成事業 0.71 0.41 0.75 0.86































したとおり、競争的資金に関わる 36 制度中、22 制度・61.1％で評価データベースが整
備されていることが判明した。 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問票」






的資金に関わる 36 制度中、5制度・13.9％で、独法・国研等 98 機関中、3機関・3.1％
で電子システムが導入されていることがわかる。 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問票」





























































































































































































































































回答結果より作成（平成 15 年度）。 
 
・なお、平成 13 年 9 月に裁量労働制を導入した産業技術総合研究所の職員の内、平成 15
年 3 月現在で同制度を選択している職員数は 141 名で対象研究職員数のほぼ 7%に相当。   
出典：総合科学技術会議、「科学技術基本計画(平成 13～17 年度)に基づく科学技術政策の進



























①「第 9次雇用対策基本計画」(閣議決定)  平成 11年 8月  
「我が国の経済社会の活性化や一層の国際化を図る観点から、専門的、技術的分野の外
国人労働者の受入れをより積極的に推進する」 













○出入国管理法の改正（平成 2年）  



























回答結果より作成（平成 15 年度）。 
 
・また、以前の調査（総合科学技術会議、「科学技術基本計画(平成 13～17 年度)に基づく科学
技術政策の進捗状況」や科学技術庁、「科学技術基本計画のフォローアップ」(平成 12 年 1月
実施)）では平成 14 年度末の国研、独立行政法人、特殊法人等における外国人研究者の








7 年度 12 年度 13 年度 14 年度 
物質・材料研究機構 1 5 5 3 6 
日本原子力研究所 0 0 2 2 3 
核燃料ｻｲｸﾙ開発機構 0 0 0 0 0 
放射線医学総合研究所 0 0 2 3 3 
防災科学技術研究所 0 0 0 0 0 
理化学研究所 1 7 8 8 10 
科学技術政策研究所 1 1 0 0 0 
海洋科学技術センター 0 0 0 1 1 
航空宇宙技術研究所 0 0 0 1 0 
北海道開発土木研究所 0 0 0 1 1 
港湾空港技術研究所 0 0 2 2 2 
海上技術安全研究所 0 0 0 0 1 
交通安全環境研究所 0 0 0 1 1 
通信総合研究所（CRL) 0 10 12 12 11 
農業・生物系特定産業技術研究機構 0 0 0 2 2 
畜産草地研究所 畜産試験場 0 1 0 0 0 
畜産草地研究所 草地試験場 0 0 1 0 0 
農林水産省 家畜衛生試験場 0 0 1 0 0 
農業生物資源研究所 0 1 1 1 2 
蚕糸・昆虫農業技術研究所 1 1 1 0 0 
農業環境技術研究所 0 0 3 3 3 
国際農林水産業研究センター 0 1 2 3 4 
水産総合研究センター 0 0 0 1 1 
国立水俣病総合研究センター 0 0 0 0 1 
国立環境研究所 0 1 2 4 7 
産業技術総合研究所 2 26 43 46 50 
社会保障研究所 10 １0 0 0 0 
産業安全研究所 0 0 1 1 1 
産業医学総合研究所 0 0 1 0 0 
国立公衆衛院 0 0 1 1 0 
国立保健医療科学院 0 0 0 0 1 
国立感染症研究所 0 0 0 1 3 















































   
（1 年間当り外国人研究者受入れ人数） 493 人 864 人     
出典：科学技術庁、「科学技術基本計画のフォローアップ」(平成 12 年 1 月)、日本学術振興会
HP、JISTEC の HP。 
 
図表１．８．４ 外国人研究者の任用の割合 
 役職 全数(人) 外国人(人) 外国人の占める割合（％）
大学 全体 147,579 4,776 3.2 
国立大学 学長、副学長*4 177 － ― 
 教授 20,223 109 0.5 
 助教授 16,479 396 2.4 
公立大学 学長、副学長*4 75 ― － 
 教授 3,281 68 2.1 
 助教授 2,491 98 3.9 
私立大学 学長、副学長*4 632 4 0.6 
 教授 33,152 883 2.7 
 助教授 14,996 799 5.3 
国研 全体 9,745 65 0.7 
 指定職等*1、*4 100 ― － 
 部長等研究員(5 級)*2 3,156 3 0.1 
 部長等研究員(3～4級)*3 4,188 41 1.0 




































警察庁 207 20 10.4 199 21 9.5 122 21 5.8 132 22 6.0 660 7.9
北海道開発庁 84 13 6.5 99 13 7.6 351 13 27.0 258 13 19.8 792 15.2
防衛庁 0 0 0 0 0 0 0 0
科学技術庁 23,170 403 57.5 35,408 416 85.1 35,478 437 81.2 20,280 483 42.0 114,336 65.7
環境庁 14,066 65 216.4 15,994 67 238.7 20,362 67 303.9 8,212 68 120.8 58,634 219.6
大蔵省 345 7 49.3 447 7 63.9 305 7 43.6 253 7 36.1 1,350 48.2
厚生省 8,396 212 39.6 7,563 211 35.8 6,679 220 30.4 4,132 221 18.7 26,770 31.0
農林水産省 30,591 648 47.2 34,425 521 66.1 44,241 521 84.9 N.A. N.A. 109,257
通商産業省 81,070 344 235.7 85,305 388 219.9 114,047 521 218.9 66,805 586 114.0 347,227 188.8
運輸省 8,186 145 56.5 9,046 146 62.0 9,641 146 66.0 9,611 146 65.8 36,484 62.6
郵政省 6,985 54 129.4 10,135 54 187.7 14,452 55 262.8 11,892 56 212.4 43,464 198.5
労働省 128 6 21.3 465 6 77.5 1,528 6 254.7 1,062 5 212.4 3,183 138.4
建設省 28,455 77 369.5 25,859 80 323.2 57,261 77 743.6 20,932 72 290.7 132,507 433.0
自治省 624 13 48.0 423 13 32.5 540 13 41.5 156 13 12.0 1,743 33.5
合計 202,100 1,987 101.7 225,169 1,922 117.2 304,885 2,083 146.4 143,593 1,670 86.0 875,747 114.3
0.0
／365(人／室） 0.28 0.32 0.40 0.24 0.31
※10年度については、4月1日から11月30日迄の受入人数
※Ｎ．Ａ．はデータなし  































































































①「多様なキャリアが社会を変える」、文部科学省設置 平成 14年 11月   




















会 社 等 研 究 機 関 大 学 等
1991 44.0 　( 7.6 ) 
92 47.0　 ( 7.8 ) 
93 51.2　 ( 8.2 ) 15.9 ( 4.5 ) 2.9 ( 6.6 ) 32.4 (14.6 )
94 54.6　 ( 8.5 ) 16.8 ( 4.6 ) 3.0 ( 6.8 ) 34.8 (15.2 )
95 58.5　 ( 8.9 ) 18.1 ( 4.8 ) 3.2 ( 6.8 ) 37.3 (15.8 )
96 62.0　 ( 9.2 ) 18.8 ( 4.9 ) 3.3 ( 7.0 ) 40.0 (16.5 )
97 67.5　 ( 9.7 ) 21.5 ( 5.4 ) 3.5 ( 7.5 ) 42.5 (17.1 )
98 71.0　 ( 10.1) 22.2 ( 5.5 ) 3.7 ( 7.9 ) 45.0(18.2 )
99 73.0　 ( 10.0) 21.9 ( 5.1 ) 3.9 ( 8.2 ) 47.3(18.4 )
2000 78.0　 ( 10.5) 　　 ( 5.5 ) 　　 ( 8.7 ) 　　　(19.2 )
01 79.0　 ( 10.8) 　　 ( 5.5 ) 　　 ( 9.0 ) 　　　(19.7 )





注３：（  ）は、全研究者数に占める女性研究者数の割合である。 































平成14年 2,385 306 12.8
平成15年 2,233 286 12.8
平成16年 2,288 304 13.3
平成14年 8,381 667 8.0
平成15年 8,094 678 8.4
平成16年 8,164 688 8.4
平成14年 10,766 973 9.0
平成15年 10,327 964 9.3




1 月 1日現在、それ以外は 4月 1日現在。 





う ち 女 性
  平成3 126,445 11,833 54,289 6,846 65,310 9.4
4 129,024 12,380 54,952 7,043 67,029 9.6
5 131,833 13,103 55,839 7,591 68,403 9.9
6 134,849 13,879 56,673 7,894 70,282 10.3
7 137,464 14,752 57,488 8,256 71,720 10.7
8 139,608 15,605 58,258 8,509 72,841 11.2
9 141,782 16,565 58,855 8,880 74,047 11.7
10 144,310 17,785 59,557 9,420 75,333 12.3
11 147,579 19,034 60,205 10,026 77,348 12.9
12 150,563 20,314 60,673 10,513 79,377 13.5
13 152,572 21,467 60,973 10,769 80,830 14.1
14 155,050 22,890 60,930 10,860 83,260 14.8
15 156,155 23,955 60,882 10,977 84,296 15.3























































































（出典：文部科学省、『科学技術白書平成 14 年度版』 








こととされている。アンケート結果からは、競争的資金 36 制度中、25 制度において研
究経験のある人材が資金配分機関で雇用されていることが示された。経験者の人数は
159 人で、配分に携わる職員合計 461 人の 34.5％を占めていることになる。 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問






特別研究員 1年後には PDF 等も少ないが、5年後には大きく減少している。 
 
図表１．10．１ ポストドクター支援後の進路（日本学術振興会 特別研究員 1年後、5
年後の進路） 
平成10年 平成12年 平成14年 平成10年 平成12年 平成14年
国立大学教員 32.6% 25.5% 22.2% 48.3% 46.2% 39.1%
公立大学教員 2.7% 2.4% 2.4% 5.0% 3.4% 2.3%
私立大学教員 8.3% 6.6% 7.7% 15.4% 14.0% 13.3%
高等専門学校教員 0.0% 0.5% 0.3% 0.3% 0.4% 0.2%
教員計 43.6% 35.0% 32.6% 69.1% 64.1% 55.0%
外国の研究機関研究員 0.4% 0.5% 0.9% 1.3% 1.8% 1.3%
国公立研究所研究員 3.9% 4.1% 3.4% 5.8% 4.5% 5.1%
研究法人研究員 2.2% 2.2% 3.8% 3.0% 2.6% 7.0%
民間企業研究員 8.0% 7.4% 8.5% 5.3% 8.7% 11.2%
研究員計 14.5% 14.3% 16.6% 15.4% 17.6% 24.5%
国内　PDF 16.6% 18.2% 18.7% 0.7% 2.1% 2.4%
国外　PDF 5.2% 8.6% 9.0% 3.0% 2.6% 2.5%
その他非常勤研究員等 20.1% 24.0% 23.1% 11.8% 13.6% 15.5%
PDF等計 41.9% 50.7% 50.8% 15.4% 18.3% 20.5%












































































































 ①科学技術振興調整費を活用した「戦略的研究拠点育成」プログラムを実施 平成 13
年度 
 ②２１世紀ＣＯＥプログラム開始 平成 14年度  



























平成 14 年度 平成 15 年度  
大学数 採択件数 大学数 採択件数 
国立大学 31 84 31 97 
公立大学 4 4 4 5 
私立大学 15 25 21 31 
合計 50 113 56 133 
出典：総合科学技術会議、「科学技術基本計画(平成 13～17 年度)に基づく科学技術政策の
進捗状況」、平成 15 年 5月 27 日。文部科学省 HP より作成。 
 
図表１．11．３ ２１世紀ＣＯＥプログラムの採択件数上位校（件数）（平成 14 年度） 
平成 14 年度 平成 15 年度 
東京大学 11 東京大学 15 
京都大学 11 京都大学 11 
名古屋大学 7 東北大学 7 
大阪大学 7 大阪大学 7 
東北大学 5 慶応義塾大学 7 
慶応義塾大学 5 北海道大学 6 
早稲田大学 5 名古屋大学 6 
北海道大学 4 神戸大学 6 
東京工業大学 4 東京工業大学 5 
九州大学 4 九州大学 4 
筑波大学 3 早稲田大学 4 
立命館大学 3 千葉大学 3 
 一橋大学 3 

























































討会議」の最終報告 平成 14年 3月 
②『国立大学の法人化と教員・事務職員等の非公務員化を平成 16年度を目途に開始する』   
「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」閣議決定 平成 14年 6月 
③「大学の質の保証に係わる新たなシステムの構築について」中央教育審議会答申 平
成 14年 8月 
④学校教育法等を改正：設置許可の弾力化を実施 平成 15年 4月施行 
⑤教育研究等の状況：定期的に第三者評価機関による評価を受けること 平成 16 年 4
月施行 
⑥「大学設置基準等の改正について」（中央教育審議会答申平成 15年１月）に基づき、





















図表１．12．１ カリキュラム改革を行った大学数(平成 13 年度実績) 
 国立 公立 私立 計 
科目区分の見直し 93 31 351 475 
くさび型教育課程の導入 81 20 228 329 
必修・選択の見直し 83 20 262 365 
単位計算見直し 81 17 223 321 
コース制の導入 50 6 148 204 
卒業用件単位数の見直し 90 19 244 353 
出典：総合科学技術会議、「科学技術基本計画(平成 13～17 年度)に基づく科学技術政策の進捗




















延 149 件が平成 14 年度には延 208 件に拡大。 
 
図表１．12．３ 大学評価・学位授与機構による大学評価件数 
 平成 12 年度着手 
（結果 14 年 3月公表）
平成 13 年度着手 
（結果 15 年 3月公表） 
平成 14 年度 
全学テーマ別評価 112 機関 113 機関 115 機関
分野別教育評価 25 組織 36 組織 63 組織






































職員等の非公務員化を平成 16年度を目途に開始）閣議決定 平成 14年６月 
②「国立大学法人法案」平成 15年国会提出 平成 16年４月国立大学法人へ移行予定 
③『新しい「国立大学法人」像について』国立大学法人化に関する調査検討会議 平成
14年 3月  
④「大学の質の保証に係わる新たなシステムの構築について」平成 14年 8月 
⑤学校教育法等改正 平成 15年 4月 
⑥教育研究等の状況について定期的に第三者評価機関による評価を受けること 平成
16年 4月施行 






































①「私立大学教育研究高度化推進特別補助」創設 平成 14年度 












①私立大学研究設備整備費等補助金 昭和 28年創設 
②私立大学等経常費補助金制度 132億円で創設 昭和 45年  
③私立学校振興助成法成立 昭和 50年、昭和 51年施行 
④私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費補助金 昭和 58年度 









されている。私立大学等経常費補助金額は、平成 3 年度から平成 15 年度（15 年度は当
初予算のみ）の間に 1.26 倍に拡大。 
  
図表１．14．１ 第 1期、第２期計画における私立大学への補助金 
（科学技術関係経費分のみ、当初予算＋補正予算、百万円） 








私立大学等研究設備整備費等補助 13,767 35,586 13,180
私立大学等経常費補助金 609,365 707,148 441,282
私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費補助 50,453 0 0
私立学校教育研究装置等施設整備費補助 0 110,775 61,042
私立学校施設高度化推進事業費補助金 0 1,719 256
私立学校施設高度化事業費補助 0 0 371




















































①「特殊法人等整理合理化計画」(平成 13年 12月閣議決定) 
・特殊法人を平成 15年 10月以降の独立行政法人へ転換等 
 86




価を反映させ、年棒を変動させる制度を導入。平成 15 年 4月末現在、全常勤研究者(22
名)に適用（独立行政法人 経済産業研究所の事例）。 
出典：総合科学技術会議、「科学技術基本計画(平成 13～17 年度)に基づく科学技術政策の進捗








図表１．15．１ 国研・独法・特殊法人における産学官連携の状況例 １ 
区　　分
13年度 14年度 13年度 14年度
民間共同研究件数　（件） 629 929 97 166
民間受託研究件数　（件） 78 129 45 59
同　研究費　　　（百万円） 369 1,112 452 658
大学共同研究件数　（件） 192 312 65 90
区　　分
13年度 14年度 13年度 14年度
民間共同研究件数　（件） 80 107 49 53
民間受託研究件数　（件） 10 18 24 38
同　研究費　　　（百万円） 4 20 39 42





状況」、平成 15 年 5 月 27 日。 
 
・アンケート結果からは、98 の独法・国研等において、平成 11 年度以降大学及び民間と
の新規に実施した共同研究数が急速に増加しており、平成 14 年度には大学との新規共同研
究数は平成７年度 4.1 倍・平成 12 年度の 1.7 倍、民間との新規共同研究数は同じく 3.5
倍・1.9 倍にまで拡大。 
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・研究開発税制を抜本的に見直し、試験研究費の総額の 8～10％（当初 3年間は 10～12％）
を税額控除する特別税額控除制度、産学官連携の共同研究・委託研究の時には 12%（当
初 3 年間は 15％）税額控除する特別税額控除制度及び開発研究用設備の特別償却制度
創設。 
研究開発税制を抜本的に拡充（減税規模：約 6000 億円）。減税規模もこれまでの 20 倍
以上の規模（従来は 140～270 億円程度）と米国に比肩するもの。 
○ＩＴ投資促進税制として、ソフトウェアを含むＩＴ投資に関し、取得資産の 10%相当
額の税額控除と取得資産の 50%相当額の特別償却との選択適用を認める制度を創設













○ 増加試験研究費等の税額控除制度創設 昭和 42年度  
基盤技術研究促進センター設立 昭和 60年 10月 
生物系特定産業技術研究推進機構 昭和 61年 10月に設立 














応募件数 実施件数 倍率 予算額（千円）
平成 9 164 79 2.1 2,227,853
10 419 132 3.2 3,566,515
11 959 262 3.7 7,920,228
12 658 127 5.2 3,769,641
13 297 59 5 2,017,740
14 248 51 4.9 1,563,327
15 266 58 4.6 2,018,945




② 日本版バイ・ドール適用状況   
・基本計画では「･･･特許権等の成果については、産業活力再生特別措置法の一層の適用に
よる受託者への帰属の促進等により、その活用を図る」とされている。主要省庁の委託









平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度
経済産業省 1,967 1,990 98.1 99.6
防衛庁 0 1,218 0.0 100.0
文部科学省 210 664 21.1 57.3
総務省 268 242 99.6 100.0
農林水産省 157 192 85.8 86.1
国土交通省 4 19 5.1 21.8
厚生労働省 27 38 50.9 79.2
環境省 25 23 100.0 100.0
警察庁 6 5 100.0 100.0










防衛庁は平成 14 年度当初から原則全て適用。 
注４：文部科学省のうち科学技術振興機構分、日本学術振興会分、




















































○大学等技術移転促進法 平成 10 年 8 月施行 
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ることを認める日本版バイドール条項（第 30 条） 




○共同試験研究促進税制の適用期限を平成 11 年 3 月まで延長（平成 9 年実施）した後、
平成 15 年度に再度税制改正 
 ・産学官連携の共同研究・委託研究に係る特別税額控除制度が創設され、試験研究費の






 ○政府の研究開発に係るデータベース構築着手、登録開始 平成 13 年度より 内閣府      
  ・霞ヶ関 WAN に接続予定 平成 15 年度より      
 ○「JREC-IN（研究者人材データベース：ジェイレックイン）」 平成 13 年度より 文部
科学省    
  ・文部科学省国立情報学研究所の 「研究者公募情報（NACSIS-CIS）」及び、旧科学技
術振興事業団(JST)の 「人材募集案内情報」を統合 
○産学官連携サミットの開催 平成 13 年度より  
・内閣府、日本経済団体連合会、日本学術会議   
 ○産学官連携推進会議の開催 平成 14 年度  
 ○大学知的財産本部整備事業 平成 15 年度より 文部科学省  
○技術移転支援センター整備 平成 15 年度より 
 
 ②企業化につながる研究開発推進 
 ○マッチングファンドによる産学・産官共同研究推進 平成 11 年度より 文部科学省  
 
 ③研究成果移転・実用化・事業化 
 ○産業技術実用化開発補助事業 平成 14 年度より 経済産業省  
 ○「大学ベンチャー1000 社計画」の推進 平成 14 年度より 経済産業省  
  ・研究成果の事業化可能性探索のための実証化研究・開発について資金供給を実施 
  ・TLO の整備促進、経営面でのノウハウ提供等 
○大学発事業創出実用化研究開発事業 平成 14 年度より 経済産業省  
  ・TLO を介して行う産学実用化共同研究に対してのマッチング補助    
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 ④国際標準 
 ○国際標準化活動の戦略的推進及び電子化の推進 平成 14 年度より 経済産業省  
 
 ⑤制定 
○知的財産基本法 平成 14 年 12 月 
○知的財産戦略本部設置 平成 15 年 3 月 
 
出典：総合科学技術会議、「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」
平成 15 年 5月 27 日。総合科学技術会議、「平成 15年度概算要求における科学技術関係施
















・Web ラーニングプラザ－技術者 Web 学習システム－  
・ 研究開発支援総合ディレクトリ（ReaD）  
研究機関情報 (約 17,000 件) 
研究者情報 （約 185,000 件） 
研究課題情報 （約 48,000 件） 
研究資源情報 （約 3,000 件） 
・研究者人材データベース（JREC-IN）  
・ 研究成果展開総合データベース（J-STORE）  
未公開特許情報 全 1,005 件 
公開特許情報  全 3,763 件 
技術シーズ情報 全 1,813 件 











・生理活性脂質ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ  5,628 件（H12.11 現在）
物質・材料 
・鉄鋼材料熱履歴データベース   
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環境・安全 
 ・BirdBase－ｱｼﾞｱの鳥類分布ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ  40 万件 
 ・森林動態ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ  30 万件 
生活 
失敗知識データベース 
1. 事例情報 565 件 
機械  217 
材料  108 
化学物質・ﾌﾟﾗﾝﾄ 202 
建設  38 
2. ｼﾅﾘｵ情報 565 件 
機械  217 
材料  108 
化学物質・ﾌﾟﾗﾝﾄ 202 





を開発し公開・普及（平成 13 年度より） 


























の改善(平成 13 年 12 月) 
・大学が開催する研究集会における研究発表等に































ら 1期にかけて各々2.02 倍、2.09 倍に、1期から２期にかけて 2.13 倍、2.38 倍に拡大。 
 
図表２．１．３ 国立大学等における受託研究の受入状況 金額・件数 
H3－7 H8-12 H13- ﾌﾟﾚ1期→1期 １期→２期
民間会社 35.8 84.3
(年平均） 7.2 16.9 24.1 2.35 1.43
地方公共団体 25.5 38.7
(年平均） 5.1 7.7 8.6 1.52 1.11
小計 61.3 123.0
(年平均） 12.3 24.6 32.7 2.01 1.33
国 198.1 425.7
(年平均） 39.6 85.1 50.8 2.15 0.60
特殊法人 103.8 1,284.0
(年平均） 20.8 256.8 233.9 12.37 0.91
公益法人 16.2 71.7




(年平均） 63.6 356.3 318.6 5.60 0.89
総計 379.4 1,904.4
(年平均） 75.9 380.9 351.3 5.02 0.92
12,355 25,767










図表２．１．４ 国立大学等の企業等との共同研究 件数 
倍率
H3－7 H8-12 H13-14 ﾌﾟﾚ1期→1期 １期→２期
大学数 453 577 284 1.3 0.5
件数 6,964 14,089 12,031 2.0 0.9










































































































平成 13 年度は全国 9ブロックで開催 








○第１回産学官連携推進会議  2002 年 6 月 15 日～16 日 場所：国立京都国際会館 
















































１期計画期間中（平成 8年度～12 年度） 
 ・基盤整備・環境整備 
○「大学等技術移転促進法（TLO 法）」施行 平成 10 年度より 
○「産業活力再生特別措置法」（前掲） 平成 11 年度 
○「法人が取得する不動産取得税の特例措置」 平成 11 年度より実施 
○「固定資産税の軽減措置」 平成 12 年度より 
○TLO が国立大学等の施設を事務所として無償で使用することが可能に 平成 12 年度よ
り 
○共同研究センターの整備・拡充 平成 12 年度より 
 
（２）２期計画期間中（平成 13 年度～） 
 ①基盤整備・環境整備 
○「産学官連携支援事業」（文部科学省）平成 14 年度より       




○「研究成果最適移転事業」 平成 14 年度より  
○「独法成果活用事業」 平成 14 年度より  
○「科学技術振興事業団の技術移転事業」 平成 15 年度より  










計画 設置 ｾﾝﾀｰ数 建物延面積定員配置状況 民間等との共同研究件数
期間 年度 教授 助教授 助手 技官 計 11年度 12年度 13年度
客員Ⅰ種 客員Ⅱ種 客員Ⅲ種 客員Ⅰ種 客員Ⅰ種 客員Ⅱ種 客員Ⅲ種
１期計画前合計 43 63,933 36.0 130.0 1.0 41.0 7.0 2.0 86.0 130.0 1.0 1,999.0 2,564.0 3,313.0
１期計画前平均 - 1,487 0.8 3.0 0.0 1.0 0.2 0.0 2.0 3.0 0.0 46.5 59.6 77.0
62年度合計 3 5,302 6 9 3 1 10 9 142 165 194
63年度合計 5 8,302 7 15 4 1 1 13 15 320 397 532
元年度合計 5 6,545 1 15 5 6 15 153 200 325
2年度合計 5 5,725 1 15 5 6 15 197 254 373
3年度合計 5 7,864 5 15 5 10 15 280 387 447
4年度合計 5 7,374 2 15 5 7 15 219 283 359
5年度合計 5 6,539 1 15 5 6 15 186 225 282
6年度合計 5 7,438 5 15 4 2 1 12 15 253 300 351
7年度合計 5 8,844 8 16 1 5 3 16 16 1 249 353 450
１期計画合計 13 27,757 31.0 39.0 6.0 6.0 13.0 13.0 9.0 66.0 39.0 6.0 6.0 634.0 818.0 1,084.0
１期計画平均 - 2,135 2.4 3.0 0.5 0.5 1.0 1.0 0.7 5.1 3.0 0.5 0.5 48.8 62.9 83.4
8年度合計 4 9,739 12 15 1 4 4 5 5 26 15 1 4 290 412 541
9年度合計 2 2,276 6 2 2 6 31 38 73
10年度合計 3 13,462 18 9 5 2 4 8 4 34 9 5 2 227 279 359
11年度合計 1 1,150 3 1 1 3 24 29 35
12年度合計 3 1,130 1 6 2 3 6 62 60 76
２期計画合計 6 1,460 15.0 6.0 1.0 9.0 1.0 1.0 25.0 7.0 1.0 140.0 186.0 311.0
２期計画平均 - 243 2.5 1.0 0.2 1.5 0.2 0.2 4.2 1.2 0.2 23.3 31.0 51.8
13年度合計 5 1,460 14 6 1 8 1 1 23 7 1 140 186 228








図表２．２．２ 法律に基づいて承認・認定を受けた TLO（承認 TLO 及び認定 TLO）の一覧 
（平成 15 年 5 月 16 日現在 承認 TLO 33 機関、認定 TLO 2 機関） 
国立大学等 私立の学内組織 合計















図表２．２．３ 法律に基づいて承認・認定を受けた TLO（承認 TLO 及び認定 TLO）の一覧 
（平成 15 年 5 月 16 日現在 承認 TLO 33 機関、認定 TLO 2 機関） 
会社名等 (承認日） 主な関係大学 出資者等




(株)筑波ﾘｴｿﾞﾝ研究所 （H11.4.16) 筑波大学ほか 筑波大学教員有志・企業等
(株)先端科学技術ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ
ｾﾝﾀｰ(CASTI) （H10.12.4) 東京大学 東京大学教員有志
(財)生産技術研究奨励会 （H13.8.30) 東京大学生産技術研究所 既存の民法法人
農工大ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ(株) （H13.12.10） 東京農工大学 東京農工大教員有志等
(財)理工学振興会 （H11.8.26) 東京工業大学 既存の民法法人






よこはまﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ(株) （H13.4.25) 横浜国大、横浜市大、ほか神奈川県内の大学等 横浜国大、横浜市大教員有志等
(株)新潟ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ （H13.12.25） 新潟大学ほか新潟県内の大学等 新潟大教員有志等
㈲金沢大学ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ （H14.12.26) 金沢大学ほか石川県内・北陸地方の大学等 金沢大教員有志等
(株)山梨ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ （H12.9.21) 山梨大学、山梨医科大学 山梨大、山梨医大教員有志
株信州TLO （H15.4.18) 信州大学。長野工業高等専門学校 信州大、長野高専教員有志
(財)浜松科学技術研究振興会 （H14.1.17) 静岡大学ほか県内の大学等 既存の財団法人
(財)名古屋産業科学研究所 （H12.4.19) 名古屋大学ほか中部地域の大学等 既存の財団法人






(財)大阪産業振興機構 （H13.8.30) 大阪大学ほか大阪府内の大学等 既存の財団法人
(財)新産業創造研究機構 （H12.4.19) 神戸大学ほか兵庫県内の大学等 既存の財団法人
㈲山口ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ （H11.12.9) 山口大学 山口大学教員有志等
(株)ﾃｸﾉﾈｯﾄﾜｰｸ四国 （H13.4.25) 四国地域の大学等 徳島大、香川大、愛媛大、高知大教員有志、（学）高知工科大等
(株)産学連携機構九州 （H12.4.19) 九州大学 九州大学教員有志等
(株)北九州ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ （H12.4.19) 九州工業大学ほか北九州地域の大学等 既存の株式会社
(財)くまもとﾃｸﾉ産業財団 （H13.8.30) 熊本大学ほか熊本県内の大学等 既存の財団法人
(株)みやざきTLO （H15.5.16) 宮崎大学ほか宮崎県内の大学等 宮崎県内の企業・大学等の教員有志
(株)鹿児島TLO （H15.2.19) 鹿児島大学、鹿屋体育大学、鹿児島工業高等専門学校 鹿児島大、鹿児島高専の教員有志
知的資産ｾﾝﾀｰ （H11.8.26) 慶應義塾大学 （学）慶應義塾(学内組織）
産官学交流ｾﾝﾀｰ （H12.6.14) 東京電気大学 （学）東京電気大学(学内組織）
国際産業技術・ﾋﾞｼﾞﾈｽ育成ｾﾝﾀ (ｰNUBIC)（H10.12.4) 日本大学 （学）日本大学(学内組織）
ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成(TLO)ｾﾝﾀｰ （H15.2.19) 日本医科大学 （学）日本医科大学(学内組織）
知的資産ｾﾝﾀｰ （H13.4.25) 明治大学 （学）明治大学(学内組織）


























移行後 パリ条約 直接 計
A+C+D+E A B C D E B+D+E
＊(株)先端科学技術ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ（CASTI、東大） 平成10年12月4日 405 3 197 73 7,331 53 39 32 7,402 6 111 101
＊関西ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ(株)（京大、立命館大等） 平成10年12月4日 285 3 31 13 91 5 13 0 104 3 55 46
＊(株)東北ﾃｸﾉｱｰﾁ（東北大等） 平成10年12月4日 127 7 83 25 106 39 5 14 125 12 94 83
日本大学国際産業技術・ﾋﾞｼﾞﾈｽ育成ｾﾝﾀｰ 平成10年12月4日 394 2 76 37 1,460 28 2 9 1,471 3 48 22
＊(株)筑波ﾘｴｿﾞﾝ研究所（筑波大等） 平成11年4月16日 34 0 2 1 96 1 0 0 96 0 10 9
早稲田大学産学官研究推進ｾﾝﾀｰ 平成11年4月16日 202 8 26 7 118 0 19 0 137 2 38 15
＊(財)理工学振興会（東工大） 平成11年8月26日 310 11 19 2 235 0 17 0 252 2 52 43
慶應義塾大学知的資産ｾﾝﾀｰ 平成11年8月26日 316 18 50 35 121 12 0 3 124 1 57 41
＊㈲山口ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ（山口大） 平成11年12月9日 113 2 7 2 20 3 0 2 22 0 29 16
＊北海道ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ(株)（北大等） 平成11年12月24日 63 1 19 17 1,957 2 0 0 1,957 0 16 13
＊(財)新産業創造研究機構（TLO兵庫、神大等） 平成12年4月19日 96 0 11 11 1,220 0 0 0 1,220 0 31 21
＊(財)名古屋産業科学研究所（名大等） 平成12年4月19日 134 0 23 20 2,310 0 2 1 2,313 1 29 13
＊(株)産学連携機構九州（九大） 平成12年4月19日 153 0 12 8 940 4 0 0 940 0 12 8
東京電機大学産官学交流ｾﾝﾀｰ 平成12年6月14日 36 3 0 0 0 0 0 0 0 3 3
＊(株)山梨ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ（山梨大、山梨医科大） 平成12年9月21日 35 0 1 1 4 0 0 0 4 0 4
＊ﾀﾏﾃｨｰｴﾙｵｰ(株)（首都圏の大学） 平成12年12月4日 101 0 7 1 27 0 5 1 33 0 31 5
明治大学知的資産ｾﾝﾀｰ 平成13年4月25日 58 0 2 0 0 0 0 2 2 0 8
＊よこはまﾃｨｰｴﾙｵｰ(株)（横浜国大、横浜市大等） 平成13年4月25日 48 0 9 8 1,152 1 0 0 1,152 0 7 3
＊(株)ﾃｸﾉﾈｯﾄﾜｰｸ四国（四国地域の大学） 平成13年4月25日 60 0 12 11 957 0 0 1 958 0 16 3
＊(財)生産技術研究奨励会（東大生産技術研） 平成13年8月30日 78 0 1 1 88 0 0 0 88 0 10 10
＊財)大阪産業振興機構（阪大等） 平成13年8月30日 125 0 6 6 144 0 0 0 144 0 6 0
＊(財)くまもとﾃｸﾉ産業財団（熊本大等） 平成13年8月30日 58 0 3 1 94 2 0 0 94 0 3 3
＊農工大ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ(株)（東京農工大） 平成13年12月10日 20 5 1 1 116 0 0 0 116 0 6 6
＊(株)新潟ﾃｨｰｴﾙｵｰ（新潟大等） 平成13年12月25日 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
＊(財)浜松科学技術研究振興会（静岡大等） 平成14年1月17日 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
＊(財)北九州産業学術推進機構（九州工業大等） 平成14年4月1日 58 2 3 0 0 3 0 0 0 0 22
＊(株)三重ﾃｨｰｴﾙｵｰ（三重大等） 平成14年4月16日 20 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1
＊㈲金沢大学ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ（金沢大等） 平成14年12月26日 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
＊(株)ｷｬﾝﾊﾟｽｸﾘｴｲﾄ（電気通信大） 平成15年2月19日 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日本医科大学知的財産･ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成ｾﾝﾀｰ 平成15年2月19日 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
＊(株)鹿児島TLO（鹿児島大、鹿屋体育大、鹿児島高専） 平成15年2月19日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0


















































































































北海道 1 4 5 2 2 2 16
青森県 1 1 1 1 1 5 1
岩手県 3 4 1 1 2
16
東北センター 11 6
宮城県 2 1 2 1 1 2 9 9
秋田県 1 1 1 1 4
山形県 1 2 1 1 5




茨城県 2 2 1 3 7 15 1
栃木県 1 1 2 7
群馬県 4 1 2 2 9 14
埼玉県 1 3 4 57
千葉県 1 1 2 4 55
 東京都 9 1 9 19 144
 神奈川県 3 4 3 1 3 3 17 121
 新潟県 2 1 3 7
 富山県 1 1 1 3 10
 石川県 1 1 2 1 1 6 3
 福井県 1 1 1 1 4
 山梨県 1 1 1 3 3
 長野県 1 1 1 3 7
 岐阜県 1 1 1 2 5




 愛知県 2 4 3 3 2 4 18
 三重県 4 1 1 1 7 12
 滋賀県 2 1 3 12




 大阪府 2 4 1 3 1 4 15
 兵庫県 1 2 2 2 7
 奈良県 1 1 8
 和歌山県 1 1 2
 鳥取県 1 1 2 5
 島根県 1 2 1 1 5 3





 広島県 1 4 1 2 2 10
 山口県 1 1 1 2 1 6





 香川県 1 3 1 1 3 9
 愛媛県 1 1 1 3 4
 高知県 4 1 1 1 7 2
 福岡県 2 4 3 1 九州センタ
6
ー 10 33
 佐賀県 1 1 2 3 7 4
 長崎県 2 1 1 1 1 6 10
 熊本県 2 3 1 1 1 1 9
 大分県 1 1 2 1
 宮崎県 1 1 2 4
 鹿児島県 1 1 2 6
 沖縄県 1 2 3 4
横浜市 3 3
神戸市 2 2
北九州市 1 1 2
福岡市 2 2














































 北海道 2 2 2 1 5 6 18
 青森県 1 1 2 1 5 7
 岩手県 2 1 7 2 12 2
 宮城県 1 2 1 2 1 2 2 11 1
 秋田県 1 1 1 1 4 9
 山形県 1 3 2 6 7
 福島県 1 1 2 4 3
 茨城県 8 3 1 2 2 16 6
 栃木県 1 1 2 4
 群馬県 2 2 4 2 10 65
 埼玉県 3 1 4 63
 千葉県 2 1 1 4 10
 東京都 10 1 14 15 40 144
 神奈川県 3 3 1 7 3 17 34
 新潟県 1 2 3 55
 富山県 1 1 2 4 8
 石川県 1 1 2 2 6
 福井県 1 2 1 4 4
 山梨県 1 1 1 3 6
 長野県 1 1 1 3 14
 岐阜県 2 2 2 6 14
 静岡県 1 2 5 2 10
 愛知県 3 2 3 2 6 4 20
 三重県 1 1 1 4 2 9 18
 滋賀県 1 2 3 6
 京都府 1 2 1 1 5 10 5
 大阪府 5 1 3 3 6 4 22
 兵庫県 2 2 1 4 9
 奈良県 1 1
 和歌山県 1 1 2
 鳥取県 1 1 2 4
 島根県 1 1 1 2 5 7
 岡山県 1 1 1 1 4 4
 広島県 2 2 5 2 11 28
 山口県 1 2 1 1 2 7 1
 徳島県 2 1 1 2 6 3
 香川県 1 3 1 3 1 9
 愛媛県 1 1 1 3 3
 高知県 1 1 4 1 7 10
 福岡県 2 2 6 4 14 33
 佐賀県 3 2 1 1 7 57
 長崎県 1 1 3 1 6 10
 熊本県 1 1 1 5 2 10 2
 大分県 1 1 2 1
 宮崎県 1 1 2 5
 鹿児島県 1 1 2 4
 沖縄県 2 1 3
 横浜市 3 3
 神戸市 2 2
 北九州市 1 1 2
 福岡市 2 2 8


























































○「産業活力再生特別措置法」(前掲) 平成 11 年より 
○「知的財産権セミナー」（文部科学省） 平成 11 年度より 
・国公私立大学教員の特許に対するマインドの涵養を図る 




   （文学助第 124 号学術国際局長通知） 平成 12 年 6 月 2日 
○国立大学等における特許等の組織的な管理・活用の推進について 
 105
   （文学助第 230 号学術国際局長、会計課長通知） 平成 12 年 12 月 27 日   
 
（２）２期計画期間中（平成１３年度～） 
○知的財産戦略大綱(前掲) 平成 14 年 7 月 
 
図表２．３．１ 政府会議における知的財産戦略検討状況 
平成 14 年 






平成 14 年 








平成 14 年 










平成 15 年 





平成 15 年 







○「国家公務員の職務発明等に対する補償金支払要領」（特許庁）平成 14 年 3 月廃止 
○「文部科学省の職員の職務発明等に対する補償金支払要領」（文部科学省） 











る補償金支払要領」に基づき支払を行ってきたが、平成 14 年 3 月に同要領が廃
止され、各省庁等において補償金の基準を含め独自に定めることとなったため、
文部科学省において補償金支払要領を定めるもの。 




○知的財産戦略大綱(平成 14 年 7 月 知的財産戦略会議) 



























50 万円以下の金額 当該収入実績×100 分の 30 
50 万円を超える金額 （当該収入実績－50 万円）×100 分の 20＋15 万円 
100 万円を超える金額 （当該収入実績－100 万円）×100 分の 10＋25 万円 
150 万円を超える金額 （当該収入実績－150 万円）×100 分の 5＋30 万円 
【新】 
国の収入実績 補償金の額 
100 万円以下の金額 当該収入実績×100 分の 50 
100 万円を超える金額 （当該収入実績－100 万円）×100 分の 25＋50 万円 
 
《実施補償金算定式》 
 従前 新 
国の収入実績 補償金の額 ％ 補償金の額 ％ 
100 万円 25 万円 25 50 万円 50
1000 万円 72.5 万円 7 275 万円 27
1 億円 522.5 万円 5 2525 万円 25






①国立大学等の教官等の発明に係る特許等の取扱いについて（文部省通知） 昭和 53 年






































譲渡 計 構成比 計 構成比
平成 5年度 417 51 17 68 16.3 349 83.7
6年度 377 32 12 44 11.7 333 88.3
7年度 435 34 11 45 10.3 390 89.7
8年度 448 53 13 66 14.7 382 85.3
9年度 650 76 33 109 16.8 541 83.2
10年度 1,059 189 45 234 22.1 825 77.9
11年度 1,725 229 52 281 16.3 1,444 83.7
12年度 2,391 288 71 359 15.0 2,032 85.0
13年度 3,040 318 96 414 13.6 2,626 86.4



















個人 機関 計 個人 機関 計
H7年度 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0%
H12年度 12.3% 87.7% 100.0% 2.4% 97.6% 100.0%
H13年度 3.6% 96.4% 100.0% 3.5% 96.5% 100.0%















続についても十分に留意する」こととされている。98 機関中、平成 13 年度以降に発明者
へのインセンティブに関する規定等を見直した機関の比率は 40.8％。 
 













































（１）１期計画期間中(平成 8年度～12 年度) 
 ○「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」
施行 平成 10 年度より 
 ○「産業活力再生特別措置法」（前掲） 平成 11 年度より 
 ○「産業技術力強化法」（前掲） 平成 12 年より 
 ○「従来型出資制度、条件付無利子融資制度」（通商産業省、郵政省） 
 ○「新規産業創造技術開発支援制度」（通商産業省） 平成 8年度より 
 ○「研究開発型企業特別融資制度」（通商産業省） 平成 9年度より 
○共同試験研究促進税制の適用期限を平成 11 年 3 月まで延長（前掲） 平成 9年実施 
○「産業活力再生特別措置法」(前掲) 平成 11 年 
 ○「研究交流促進法（改正）」 平成 10 年 8 月施行   
  
（２）２期計画期間中（平成 13 年度～） 
 ①産業技術実用化関連 
・「産業技術実用化開発補助事業」（経済産業省） 平成 14 年度より 
・「大学ベンチャー1000 社計画」の推進（前掲） 平成 14 年度より 




○「大学を起点とする経済活性化のための構造改革プラン」公表（前掲） 平成 13 年度 
○「産学官連携システム改革プラン」実施 平成 14 年度 































































図表２．４．２ 共同研究契約書等の見直し状況(平成 14 年度より、以下の見直し) 
1. 研究遂行上知り得た秘密情報等の守秘義務を規定 
（従前）規定なし 





















































図表２．４．４ 第 6条関係 (退職手当の算定において不利益を受けない休職出向)の出向
（累計 87 名） 
省庁名 実績数 所属機関 出向年月数 出向期間
















































1年 12.04.01－13.03.31  
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環境省 1 (独）国立環境研究所 3年 13.10.01－16.09.30









図表２．４．５ 国立大学教官等の役員兼業承認件数の推移（平成 15 年 7 月 31 日現在） 
(人事院承認) (学長等承認) 計 (人事院承認) (学長等承認) 計
H12.9 12 12 15 15 6 33
H13.3 24 24 35 35 9 68
H13.9 44 44 60 60 15 119
H14.3 44 44 98 98 17 159
H14.9 70 70 133 133 22 225
H15.3 70 4 74 133 82 215 26 315







注４：TLO 兼業、研究成果活用兼業については、平成 14 年 10 月より承認権限が国立大学長等へ
委任(従前は人事院承認) 





・国立大学における兼業許可件数は拡大傾向にあり、平成 13 年度は 46,763 件と平成 8年度
の 1.52 倍にまで拡大。 
 
図表２．４．６ 国立大学における兼業許可件数 (件) 
H8 年度 H9 年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 
30,829 36,925 38,826 41,570 45,595 46,763






図表２．４．７ 国研における兼業許可件数  (件) 
H8 年度 H9 年度 H10 年度 H11 年度 
130 177 183 128 
注：平成 11 年度は 4月 1日から 12 月 31 日まで。 
出典：科学技術庁、「科学技術基本計画のフォローアップ」(平成 12 年 1 月実施) 。 
 
図表２．４．８ 国研等(独立行政法人含む)における役員兼業者数 
平成 13 年度下半期 平成 15 年度上半期 
６人(全て研究成果活用型) 
 
（独）産業技術総合研究所  15 人 
（独）物質・材料研究機構   6 人 








平成 役員兼業 非役員兼業 
































区 分 摘    要 備 考 




（平成 14 年 3 月 29 日付け文科振第 1178 号文部科学省研究振興局長・
会計課長通知） 
○受託研究及び民間等との共同研究に係る特許等の実施等について 
（昭和 59 年 5 月 8 日付け文学助第 172 号文部省学術国際局長・会計課
長通知） 
○平成 13 年度における民間等との共同研究（区分 A）に係る共同研究経
費の申請等について 





































































































































































































































































 4.1 で詳述 
 




研究集会に参加する制度の活用数は、平成 3 年以降拡大したものの、平成 7 年の 4,071
件をピークに減少している。 
 
図表２．４．11 第 5 条（職務専念義務免除による研究集会への参加）による研究集会制
度の活用実績 （H14.4.1 現在） 
省庁名 国内研究集会参加者数 海外研究集会参加者数 合計
13.4.1現在 新規 合計 13.4.1現在 新規 合計 13.4.1現在 新規 合計
警察庁関係 1,182 84 1,266 170 16 186 1,352 100 1,452
防衛庁関係 2,741 195 2,936 411 45 456 3,152 240 3,392
総務省関係 110 0 110 574 6 580 684 6 690
財務省関係 0 0 0 0 0
文部科学省関係 1,989 3 1,992 1,662 12 1,674 3,651 15 3,666
厚生労働省関係 3,458 255 3,713 2,986 291 3,277 6,444 546 6,990
農林水産省関係 15,347 508 15,855 3,225 206 3,431 18,572 714 19,286
経済産業省関係 4,553 92 4,645 4,247 114 4,361 8,800 206 9,006
国土交通省関係 538 20 558 1,302 60 1,362 1,840 80 1,920
環境省関係 29 0 29 334 3 337 363 3 366
合計 29,947 1,157 31,104 14,911 753 15,664 44,858 1,910 46,768  
注１：「13.4.1 現在」欄は、昭和 61 年 11 月 19 日（研究交流促進法の施行日）～平成 13年 4月
1日までの実績。 
























平成　3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
 
平成　3 4 5 6 7 8 9 10 11 12













施設・設備の概略 H7 H8 H9 H10


















労働省 S63 遠心載荷装置 3 3 0 2
土砂の崩壊特性を再現する研究施設
Ｓ50 特殊ガス爆発試験装置 12 15 10 8
防爆電気設備の安全性能を試験する大
型耐圧施設
Ｓ57 平衡機能測定装置 2 1 0 1
人体の平衡機能、外力を受けた場合の
転倒条件等を解明する研究施設
厚生省 H9 筑波医学実験用霊長類センター共同利用施設 0 0




科学技術庁 H8 数値宇宙エンジン 4 6
スーパーコンピュータ（ＮＥＣ－ＳＸ４／２
５CPU）及び各種サーバ































注１：平成 10 年度については、4月 1日から 11 月 30 日迄の利用件数。 
注２：表中の注記は以下のとおり。＊１：共同研究契約に基づいて外部が利用。但し、平成 10
年度からは研究課題を公募し、所内に設置する外部専門家で構成される委員会が課題を採
択することとしている。＊２：平成 9年 10 月～平成 10 年 3 月。＊３：平成 10 年 4 月～
平成 10 年 10 月。＊４：平成 10 年 11 月～平成 11年 6月。 
出典：科学技術庁計画・評価課、「科学技術基本計画のフォローアップについて」、平成 11 年 1












































省、環境省)で合計 56 の特定補助金を SBIR 補助金として指定し、中小企業への支出
目標額を約 250億円に設定 
































ことが目指されている。アンケート結果からは、独法・国研等 98 機関中、平成 14 年度に
おいては 31 機関・31.6％が中小企業との共同研究を実施していることがわかった。また、
共同研究全体に占める中小企業との共同研究の件数は、平成 3年度の 10％を下回る水準


































































   出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関

































































   出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関






学発ベンチャー企業設立数は、平成 7年までの 39社から、第 1期計画中の 237社へと
拡大し、第２期計画中も平成 15年 8月までで 235社にまで拡大。 
   －平成 15年（８月）までの累計設立件数 ６１４件 
     うち１期計画期間中（1996～2000年）     ２３７件（ ４７.４件／年） 



















各年の設立数 28 11 14 23 30 57 113 118 135
1994年
まで 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年
プレ１期 １期 ２期
注１：2003 年 8 月における設立累計は 614 社。 
注２：「各年の設立数」とは、2003 年 8 月末時点の調査で判明したベンチャー614 社のうち、各
年 1～12 月までの間に設立されたものの数。 





・平成 13年 11月独立行政法人 産業技術総合研究所の産学官連携部門内に「ベンチャー
支援室」発足  
・平成 14 年 10 月「ベンチャー開発戦略研究センター」設立。平成 14 年度文部科学省「戦
略的研究拠点育成事業」に採択 





































































各年の設立数 2 2 4 3 6 13 12
　（カッコ内は大学の関与
　　するベンチャーの内数）
(1) (1) (3) (1)
1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年
２期 １期
注：2003 年の設立数は、年間のトータルではなく 8月末日現在のものである。 




































1 （有）筑波物質情報研究所 1996年4月26日 研究員 金子　浩子 元職員：電総研 炭素微小電極の研究開発・販売、研究コンサルタント
実施契約相手 野浪　亨 セラミックス研究部門
共同研究者 竹内　浩士 環境管理研究部門










5 （株）インフォジーンズ 2001年2月9日 代表取締役副社長 木山　亮一 糖鎖工学研究センター 環境ホルモンDNAチップ製造販売，データベース作成など
6 （有）エレクトロラボ 2001年3月1日 共同研究者 白川　直樹 エレクトロニクス研究部門
超電導量子干渉素子を用いた磁化測定装置に磁場中電気抵
抗、ホール係数を測定できる機能追加システムの事業化



















科学顧問 岡 修一 特許生物寄託センター








14 （株）ノナミサイエンス 2002年10月25日 取締役 野浪　亨 セラミックス研究部門 多機能セラミックス触媒を利用した滅菌や漂白、環境浄化技術に関する事業化
15 （株）東海グローバルグリーニング 2002年9月10日 取締役 片山　正人 セラミックス研究部門
植物の成長を調整する薬品、栄養剤の研究開発及び製造販
売、並びに二酸化炭素排出処理に係わる緑化事業














12 （株）センサ情報研究所 2002年4月1日 地球観測データの利用・解析に関する事業化
11 （株）アドバンジェン 2002/8/22 血液凝固活性因子の阻害剤（血栓予防）に関する事業化















































 ②マルチメディア・パイロットタウン構想（総務省） 平成９年度～ 
 ③地域提案型研究開発制度（総務省） 平成１０年度～ 




 ①地域の特性を活かした先導的な研究開発（文部科学省） 平成１３年度～ 
  ・科学技術振興調整費の「先導的研究等の推進」の中に設定。 
②産業クラスター計画（経済産業省） 平成１３年度～ 
 ③知的クラスター創成事業（文部科学省） 平成１４年度～ 
 ④都市エリア産学官連携促進事業（文部科学省） 平成１４年度～ 
 ⑤地域産学官連携サミットの開催（内閣府ほか） 平成１３年度～ 
  ・平成１３年１０月から平成１４年１２月にかけて全国１１箇所で開催 
 ⑥構造改革特別区域における科学技術関係の規制の特例措置  
  ・外国人研究者の在留期間の延長、資格要件の緩和 
  ・国立大学等の施設・設備のベンチャー企業への廉価使用条件の緩和 
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対象地域 特定領域 中核機関 核となる大学、公的研究機関等 参加研究機関 参加企業










































































































































































































































































 2 青　森 大画面フラットパネルディスプレイの創出 木質バイオガスを活用した高度エネル
ギー利用システムの研究開発

















 7 福　島 ハプティック技術による次世代型外科手
術支援・医療診断装置の開発
 8 茨　城 環境フロンティア技術開発 食品系・畜産系バイオマスの総合処理・再
利用システムの技術開発、都市生活支援
インテリジェント情報技術の開発






















































27 大　阪 テラ光情報基盤技術開発 彩都バイオメディカルクラスター構想 ナノ構造フォトニクスとその応用
















































































北海道 管理センター さけ・ます資源に関する研究 平成9年
究所 査部、栽培漁業部、開発調査部 ー




北海道 札幌市 北海道開発土木研究所 環境水工部、構造部、道路部、農業開発部、特別研究官 昭和12年
岩手県 盛岡市 農業・生物系特定産業技術研究機構　東北農業研究センター
地域基盤研究部、作物機能開発部、水田利用部、畑地利用部









宮城県 仙台市 産業技術総合研究所　東北センター 超臨界流体研究センター、基礎素材研究部門、メンブレン科学研究ラボ ー
宮城県 塩釜市
北海道 札幌市 産業技術総合研究所　北海道センター 生物機能工学研究部門、エネルギー利用研究部門、糖鎖工学研究センター、北海道地質調査連携研究体 ー
































茨城県 波崎市 水産総合研究センター　水産工学研究所 水産土木工学部、漁業生産工学部、水産情報工学部、たか丸 昭和54年










静岡県 清水市 水産総合研究センター　遠洋水産研究所 ぐろ資源部、外洋資源部、海洋・南大洋部、国際海洋資源研究官 ー
県 名古屋市 物質・材料研究機構　志段味地区 ナノ分子フォトニクス共同研究施設 ー








県 大洗町 日本原子力研究所　那珂研究所 開発室 昭和60年































京都府 相楽郡 日本原子力研究所　関西研究所 光量子科学研究センター、放射光科学研究センター 平成7年












































岡山県 上齋原村 核燃料サイクル開発機構　人形峠環境技術センター 環境保全技術開発部 昭和42年
広島県 広島市 酒類総合研究所 酒類原料、醸造関連微生物等 平成７年移転
広島県 池田市 産業技術総合研究所　中国センター 海洋資源環境研究部門、基礎素材研究部門、循環バイオマス研究ラボ 昭和21年
広島県 大野町 水産総合研究センター　瀬戸内海区水産研究所 生産環境部 、赤潮環境部、化学環境部、しらふじ丸 平成10年
広島県 福山市 農業・生物系特定産業技術研究機構　近畿中国四国農業研究センター
 企画調整部 、総務部 、総合研究部 、 地域基盤研究部 、傾斜
地基盤部、 、作物開発部 、 特産作物部、 野菜部 、畜産草地
部 昭和25年




佐賀県 鳥栖市 産業技術総合研究所　九州センター  開発業務部門、構造調整部門、鉱害部門 昭和39年
熊本県 水俣市 国立水俣病総合研究センター 水俣病関連研究 昭和53年
熊本県 西合志町 農業・生物系特定産業技術研究機構　九州沖縄農業研究センター
総合研究部 、菜花き研究部 、企画調整部 、水田作研究部、作
物機能開発部 、畑作研究部 、環境資源研究部、沖縄農業研究
官、畜産飼料作研究部、地域基盤研究部 ー
鹿児島県 南種子町 宇宙航空研究開発機構　種子島宇宙センター、増田宇宙通信所 ロケット打ち上げ業務 昭和44年
沖縄県 恩納村 宇宙航空研究開発機構　沖縄宇宙通信所 人工衛星の追跡と管制、ロケットテレメトリデータの受信等 昭和44年



























 ・知的クラスター創成事業（平成 14年度～）：福岡県「システム LSI設計開
発クラスター構想」、北九州市「ヒューマンテクノクラスター構想」 等 
○大学、公的研究機関における関連する活動 
 ・九州大学システムＬＳＩ研究センターの設置（平成 13 年度～） 
 ・早稲田大学大学院情報生産システム研究科の設置 
 ・北九州市立大学情報メディア工学科の設置 





 ・システム LSI のインキュベータ整備（地域振興整備公団） 
 ・ＩＴ・半導体ファンド（仮称）（九州ベンチャーパートナーズ） 等 
○国際的認知、人材育成のための活用 
 ・福岡システム LSI カレッジ（福岡県） 






 ・ＮＰＯ法人近畿バイオインダストリー振興会議 等 
○国による研究開発プロジェクトの展開 

















































































































フォーラムの開催回数 ２５回 ８６回 









他の事業への展開（注） ４９件 ７５件 

































  ・国の農林水産系試験研究機関を中心 公 関との関連が強
い。 
 




あり なし 無回答 合計 
25 47 26 98 
 
無回答 合計 
・98 機関中、27 機関で公設試験研究機関の連携の支援の実績がある 
あり なし 
27 48 23 98 
 
・98 機関中、40 機関で公設試験研究機関との共同研究の実績がある 
あり なし 無回答 合計 
40 32 26 98 
 
 ②国立試験研究機関等における公設試験研究機関の研究者に対する研修の状況 
・98 機関中、30 機関で公設試験研究機関の研究者向け研修の実績がある 
あり なし 無回答 合計 
30 41 24 98 
 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問票回答より





























































 ○産業技術力強化法制定（国立大学教員の役員兼業の規制緩和等 平成１２年～） 
 
 ②奨学金事業 
 ○平成１１年度予算  
・有利子奨学金： 
貸与人員大幅増員、事業費 1,000 億円増額 
貸与月額の選択性導入、貸与に関する学力基準及び家計基準の緩和 
・無利子奨学金： 
  貸与月額の増額、貸与人員の増員 






 ○国立大学強化のコンサルティング兼業の規制緩和 平成８年度 
 ○「大学の教員等の任期に関する法律」制定 平成９年度 
 ○通信制大学院の制度化 平成１０年度 
 ○「大学等技術移転促進法」（ＴＬＯ法）制定 平成１０年度 
○増加試験研究税制の抜本的拡充（基準：過去最高超→３ヵ年平均超）平成１１年度 








が参画)  平成８年度～ 
○ポストドクター等 1万人支援計画 平成８年７月決定 
 －ポストドクター支援・活用措置（白書平成１２年度版による） 
・未来開拓学術研究推進事業（若手研究者の活用） 文部科学省 平成１２年度～ 
・特別研究員制度（若手研究者への支援） 文部科学省  
・厚生科学研究推進事業 厚生省  
・基礎研究推進事業 農林水産省  
・新規産業創造型提案公募事業、産業技術フェローシップ制度、ＡＩＳＴフェローシ
ップ制度、ＩＴ特別研究員制度 通商産業省  
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・若手研究者研究推進制度  科学技術庁 平成１１年度～ 
・若手研究者支援型事業の創設  農林水産省 平成１１年度～ 
・産学連携支援・若手研究者支援型研究開発制度創設 郵政省 平成１１年度～ 




 ○「大学を起点とする経済活性化のための構造改革プラン」公表 平成１３年度 
  産学官連携システム改革プラン実施 平成１４年度 
  技術移転支援センターの整備開始 平成１５年度～ 
 
 ②大学、大学院に対する支援、改革 


















○基礎科学特別研究員制度（理化学研究所） 科学技術振興事業団 平成元年度～  
○科学技術特別研究員制度（国立試験研究機関） 科学技術振興事業団 平成２年度～  
○重点研究支援協力員制度 科学技術振興事業団 平成７年度～  





































































活用大学数 12 15 21 29 33 42 49 52
研究科 26 31 39 56 68 75 93 108
活用大学数 0 0 0 1 3 5 8
研究科 0 0 0 1 3 6 11
活用大学数 0 1 2 7 7 20 24 2























































































































































































































































































































































































































































































































大   学   名   等























実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施率 体験した学生数
実施
予定数 実施率
大学 104 107 143 186 218 281 41.9% 25,972人 370 55.2%
短大 36 39 57 81 108 127 23.4% 3,547人 161 29.7%
高専 31 35 39 48 52 54 87.1% 5,066人 57 91.9%
平成14年度平成13年度
出典：文部科学省「平成１３年度インターンシップ実施状況調査結果」、総合科学技術会議「平






















































































































出典：日本育英会 HP 掲載情報。 
 
図表４．１．６ 貸与金額(平成１５年度) 











出典：日本育英会 HP 掲載情報。 
 
⑥専攻別の整備状況 
図表４．１．７ 高等専門学校 分野別学科数・入学定員(平成 14 年度) 
工業 商船 









学科数 60 81 45 32 39 4 5 4 270 
入学 
定員 











門学校 国公立 \21,000 \22,500
私立 \32,000 \35,000
校　　高等課程 国公立 \18,000 \23,000
私立 \30,000 \35,000
　　　専門課程 国公立 \44,000 \50,000
私立 \52,000 \59,000



























0% 20% 40% 60% 80% 100%
平成元年度
14年度
機械系 電気・電子系 情報系 化学系






















































注：大学院大学 8大学（国立 4大学、公立 1大学、私立 3大学）及び、平成 4年度以降に設置さ


















































































































































































































































平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度
（申請数） 採用率 （申請数）
合計 1,405 1,361 1,621 11,960 13.6% 12,147
人文・社会 353 334 425 3,141 13.5% 3,223
ＳＰＤ 2 3 59 5.1% 35
ＰＤ 193 182 245 1629 15.0% 1,645
ＤＣ 160 150 177 1453 12.2% 1,543
数　物 411 386 463 3,515 13.2% 3,518
ＳＰＤ 3 3 126 2.4% 67
ＰＤ 136 140 168 1152 14.6% 1,143
ＤＣ 275 243 292 2237 13.1% 2,308
化学 188 194 233 1,715 13.6% 1,656
ＳＰＤ 3 1 50 2.0% 22
ＰＤ 55 61 77 410 18.8% 384
ＤＣ 133 130 155 1255 12.4% 1,250
生物 453 447 500 3,589 13.9% 3,750
ＳＰＤ 2 4 101 4.0% 52
ＰＤ 192 205 215 1309 16.4% 1,370
ＤＣ 261 240 281 2179 12.9% 2,328
注：特別研究員の区分は以下のとおり。 





注(続き)：各年 4月 1 日現在。但し平成 14 年度は国立試験研究機関等、ＳＰＤは平成 15
















新設 17 18 28 20 17
学部増設 26 21 39 31 4
学科増設 26 31 72 66 6
新設 3 4 1 0 3
学科増設 10 9 24 23 18




















































































4,245 4,363 4,242 4,299
3,890 3,770 3,672



























10,943 11,096 11,210 11,223 11,243 11,370 11,471 11,373 11,463
15,037 15,048 14,862 14,957 14,936 14,698 14,576 14,678































































































めたもの。各年度とも 4月 1日現在の数値(但し平成 14 年度は平成 14 年度 3月 31 日
現在)。 
  ②平成 14 年度より、国営研究機関は特殊法人・独立行政法人に移行したものがあると
考えられるため、参考までに載せた。 
出典：総務庁統計局、「科学技術研究調査報告」各年版。 
図表４．１．20 研究者 1人当たりの研究支援者数の推移 










































































































 ○技術士法一部改正 平成１２年度 




























・継続能力開発 (Continuing Professional Development, CPD)のためのインフラを整 























・日豪相互承認制度開始 平成１６年１月 （日豪は技術士資格国際相互承認第一号） 








○技術士制度創設 昭和３２年  
○改正      昭和５８年 
 ○技術者資格の国際相互承認への対応  
平成 7年ＡＰＥＣ首脳会議で採択の大阪行動指針 
 ②理工系教育 
○工学教育の振興に関する調査研究会設置 昭和６３年  
・「変革期の工学教育」報告書で工学教育の改善提言 
















 ①JABEE による技術者教育認定数 
 ・基本計画では、技術者教育への外部認定制度導入のための環境整備を行うこととされ
ている。平成１４年度 JABEE による認定プログラムは３２と大幅に増えた。 
   
図表４．２．１ 日本技術者教育認定制度における認定状況 
平成 13年度認定プログラム 2分野、3大学 ３プログラム 
平成 14年度認定プログラム 9分野、20大学･3高専 ３２プログラム 
注：大学など高等教育機関で実施されている技術者教育プログラムが社会の要求水準を満たし
ているかどうかを外部機関が公平に評価し、要求水準を満たしている教育プログラムを
認定する専門認定制度。JABEE は平成 11 年度設立し、設立後２年間をかけて認定の試行
を実施したが、試行の場合は認定を実施していない。 
出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」































































建設 電気・電子 水道 機械
応用理学 農業 衛生工学 経営工学
化学 情報工学 金属 その他





  理工系学部のある大学のうち、約６０％の１１５校でビジネス講座がある。 
 
図表４．２．４ 技術マネジメント教育の対応状況 
 国立 公立 私立 合計
理工系学部を置く大学数 60校 23校 111校 194校
その内ﾋﾞｼﾞﾈｽ講座を置く大学数 51校 12校 52校 115校







出典：総合科学技術会議、「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」






埼玉大学 研磨加工技術コース  
富山大学 ①光・視環境コース ②加工・評価コース ③情報メディアコース 
静岡大学 企業情報システム設計 
横浜国立大学 ①腐食計測技術 ②電気防食の理論と実際 
③ステンレス鋼の腐食防食対策技術 
大分大学 テキストマイニング技術 
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 国立 公立 私立 合計 
小学校 2 103 0 105 


























番号 地域 小学校 中学校 備考 番号 地域 小学校 中学校 備考
1 札幌市立宮の森小学校 立命館慶祥中学校 小９ 10 岐阜市立鷺山小学校 岐阜市立長森中学校 小７
札幌市立桑園小学校 黒松内町立中ノ川中学校 中３ 柳津町立柳津小学校 池田町立池田中学校 中４





上士幌町立糠平小学校 11 宇治市立御蔵山小学校 城陽市立北城陽中学校 小５
黒松内町立中ノ川小学校 宇治市立笠取小学校 城陽市立城陽中学校 中６
2 金成町立沢辺小学校 小２ 京都市立朱雀第四小学校 京都市立西賀茂中学校 計１１校
村田町立村田第三小学校 中１ 京都市立洛央小学校 京都市立藤森中学校
計３校 京都市立藤ノ森小学校 立命館中学校
3 福島市立岡山小学校 福島市立茂庭中学校 小３ 京都女子中学校
飯野町立大久保小学校 福島市立信夫中学校 中３ 12 茨木市立東小学校 大阪教育大学教育学部附属平野中学校 小６
福島大学教育学部附属小学校 福島大学教育学部附属中学校 計６校 枚方市立樟葉南小学校 豊中市立第四中学校 中４
4 潮来市立延方小学校 潮来市立潮来第二中学校 小７ 東大阪市立意岐部東小学校 守口市立庭窪中学校 計１０校
潮来市立日の出小学校 潮来市立牛堀中学校 中３ 美原町立西小学校 堺市立若松台中学校
潮来市立八代小学校 総和町立総和中学校 計１０校 堺市立大仙小学校
総和町立下大野小学校 岸和田市立新条小学校
総和町立上辺見小学校 13 神戸市立西山小学校 神戸市立住吉中学校 小５
総和町立下辺見小学校 神戸市立千鳥が丘小学校 神戸市立井吹台中学校 中２
総和町立中央小学校 姫路市立青山小学校 計７校
5 富岡市立黒岩小学校 小２ 姫路市立水上小学校
富岡市立小野小学校 中１ 姫路市立伊勢小学校
計３校 14 奈良市立済美小学校 奈良市立柳生中学校 小４
6 川口市立原町小学校 川口市立上青木中学校 小５ 橿原市立白橿南小学校 香芝市立香芝東中学校 中５
川越市立川越西小学校 川越市立川越西中学校 中５ 平群町立平群東小学校 明日香村立聖徳中学校 計９校
寄居町立男衾小学校 寄居町立男衾中学校 計１０校 明日香村立明日香小学校 広陵町立真美ヶ丘中学校
加須市立加須南小学校 加須市立加須北中学校 吉野町立吉野中学校
さいたま市立芝川小学校 さいたま市立植竹中学校 15 東出雲町立出雲郷小学校 広瀬町立布部中学校 小４
7 北区立王子第二小学校 北区立十条中学校 小１０ 江津市立郷田小学校 広瀬町立山佐中学校 中３
北区立岩淵小学校 北区立浮間中学校 中４ 出雲市立高浜小学校 広瀬町立比田中学校 計７校
北区立第四岩淵小学校 中野区立北中野中学校 計１４校 吉田村立吉田小学校
北区立浮間小学校 町田市立真光寺中学校 16 音戸町立渡子小学校 大柿町立大柿中学校 小６
中野区立桃園小学校 大柿町立大古小学校 福山市立駅家中学校 中３




府中市立府中第一小学校 17 高松市立四番丁小学校 小５
8 魚津市立吉島小学校 魚津市立西部中学校 小６ 高松市立松島小学校 中１
富山市立柳町小学校 富山市立南部中学校 中４ 高松市立屋島東小学校 計６校
富山市立堀川南小学校 高岡市立南星中学校 計１０校 詫間町立詫間小学校
高岡市立川原小学校 小矢部市立石動中学校 豊中町立笠田小学校
高岡市立木津小学校 18 大野城市立大城小学校 大野城市立大野東中学校 小７
小矢部市立石動小学校 大野城市立大野東小学校 北九州市立高見中学校 中３
9 小浜市立西津小学校 小浜市立小浜中学校 小７ 北九州市立熊西小学校 北九州市立千代中学校 計１０校




小浜市立口名田小学校 19 宮崎市立宮崎小学校 宮崎市立宮崎中学校 小５

































  ・実 績：平成１４年度 ２６校指定、平成１５年度 ２６校指定 




機関等との効果的な連携方策についての研究を推進する（平成 14 年度創設） 
出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」
平成 15 年 5月 27 日。 
 
 

































都道府県名 学校名 都道府県名 学校名





群馬県 群馬県立高崎女子高等学校 都道府県名 学校名




















出典：文部科学省資料より作成（報道発表一覧 2003/04/07   
「平成１５年度スーパーサイエンスハイスクールについて」）。 
 






  ・実 績：研究者招聘講座 172 機関、教育連携講座 46 機関、教育研修 61 機関 






出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」
平成 15 年 5月 27 日。 
 














































































































































































































































































































































































































































































 ・サイエンス展示・実験ショーアイディアコンテスト 平成８年度～ 
 ・バーチャル科学館科学コンテンツのネット配信、サイエンス･チャンネル（科学番組を
ＣＳ放送→平成１４年よりブロードバンドによる提供も開始） 平成８年度～ 




 ・草の根実験教室支援、草の根ロボット（競技会開催）支援 平成１１年度～ 





 ・科学館職員研修 平成８年度～ 
  ＡＰＥＣ科学技術理解増進活動に関するシンポジウム 平成９年８月 
  日米科学技術理解増進専門家会合 平成１２年１１月 
 
 ○体験機会の提供 
 ・ＪＳＴ科学技術講話（最先端研究者による一般国民への講話） 平成９年度～ 
































 ・サイエンス･レンジャー研修、教員研修 平成１３年度～ 
 ・人材交流・国際交流 




























中 64 機関が対応している。） 
図表５．２．１ 主な研究機関の公開状況実例 
研究機関 公開日 公開内容 




























































気象測器検定試験センター 日常的公開 要望があれば、可能な範囲で見学等に対応 
科学技術週間 和光本所筑波研究所播磨研究所、大型放射光施設
（SPring-8）、ﾌｫﾄﾀﾞｲﾅﾐｸｽ研究ｾﾝﾀｰ（仙台）の一般公開 

















































年 1 回 教育研究公開シンポジウム、教育改革国際シンポジウム国立教育政策研究所 




防衛庁 防衛大学校 毎年 11 月 開校記念祭実施、研究室を公開 
月に数回 「ESRI 経済政策フォーラム」は、聴衆を公募して開催 
経済社会総合研究所 





















毎年 毎年度４月に 「一般公開 」  ６月に研究発表会
その他１４年度の実績は次のとおり  
4 月研究所設立記念式典、 
5 月第 1回研究交流会 
7 月宇宙・航行ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会 
8 月第 2回研究交流会  






























つくば地区で 4 月 17 日に中央農研、作物研、果樹研、
花き研、野茶研、畜草研、動衛研が一般公開。 









研究機関 公開日 公開内容 
毎年度 4月 「一般公開」実施、平成 14 年度以降は、さらに 7 月に夏
休み特別公開を開催 中央農業総合研究センター 
日常的な公開 農業関係者および一般の方の見学、研修等に対応。 












毎年度 6、11 月 「公開行事」を実施し、研究所を公開。 生物系特定産業技術研究支援ｾﾝﾀ
ｰ 毎年 3月 一般に公開する形で研究報告会を開催 
毎年 4月 一般公開 



























毎年度 4月 「研究所一般公開」実施（支所でも実施）。 
8 月 高校生を対象としたサイエンスキャンプの実施、小学生
を対象とした「樹木博士」「昆虫教室」の開催 




















国立特殊教育総合研究所 日常的公開 要望があれば、火・木曜日に限り施設見学を受入れ 
 182













イベント NEDO 主催の一般参加可能なﾌｫｰﾗﾑ等を 20 件開催
（平成 15 年）。 独立行政法人新エネルギー・産業
技術総合開発機構 日常的公開 成果報告書の閲覧コーナーで、常時一般に公開。北の
丸公園内の科学技術館で常設展示等。 












































注：公開日で日にちが入っているものは平成 15 年度の公開日。 
出典：文部科学省、科学技術週間行事関係機関ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾘﾝｸ及び、各研究機関へのアンケート「科













































施行） 文部科学省  
  ・ヒトクローン胚等を人又は動物の個体の体内に移植することを禁止 























 ○ヒトクローン個体の生成を国際的に禁止する条約の策定検討 国連 







 ④疫学研究に関する倫理指針 文部科学省及び厚生労働省 平成１４年６月策定 
 
 ⑤遺伝子治療臨床研究に関する指針 文部科学省及び厚生労働省 平成１４年策定 
  ・研究実施計画の指針への適合性の確認等実施 
 
 ⑥生殖補助医療部会設置 厚生労働省 平成１３年６月～ 
  ・精子・卵子・胚の提供の具体的条件、インフォームド･コンセント、カウンセリング
の具体的内容の制度整備検討開始 























行） 文部科学省  
  ・ヒトクローン胚等を人又は動物の個体の体内に移植することを禁止 



































































































































































学会 制定年 制定項目 内容等 
情報処理学会 平成８年 倫理綱領 情報処理技術が国境を越えて社会に対して
強くかつ広い影響力を持つことを認識し、
遵守する行動規範を規定。 




平成１０年 倫理綱領 社会的責任、社会的信頼 、品質保証 、知
的財産権 、ネットワークアクセス、管理的
立場にある者のなすべきこと等を規定 









日本機械学会 平成１２年 倫理規定 専門性の保持、中立性の確保、機密情報の
保持、不当競争の排除と広告の制限、 
品位の保持等を規定 
土木学会 昭和１３年 倫理規定 「土木技術者の信条および実践要綱」 







































































































－平成 15 年 10 月度技術士ＣＰＤ中央講座「環境とその課題」平成１５年１０月 
－技術士フォーラム 2003「最新の技術と動向」平成１５年１１月 





業技術のイノベーションに係る実態調査等を実施 経済産業省 平成５年度～ 
  ・大学化学実験等の「夢化学２１」キャンペーン事業（若い世代に化学技術を承継す

















































２．能力開発研修（English for scientific discussion） 
  研究職員を対象にした外国人講師の指導による英語能力の向上 
（Handling questions in presentations、Acting as chairperson、Working in 
meetings and committees、Poster presentations） 
産業安全研究所 所内で実施している研究討論会において研究発表の場を設定 
出典：各研究機関へのアンケート「科学技術基本計画の達成状況調査にかかる関係機関質問票」





























































事業を実施（9億 6,208 万円を要求） 
＜事業対象＞    
・私立の大学院・大学・短期大学・高等専門学校並びに小・中・中等教育・高・特殊
教育諸学校における老朽校舎(築 30 年以上)の学校施設の建替え整備事業    
＜事業実施期間＞    
・平成９年度から１０年間とし、計画的に老朽校舎の建替えを推進   
＜事業内容＞    
・日本私立学校振興・共済事業団の融資を受け実施される老朽校舎の改築事業につい
て、１０年間の利子助成を行う    
＜利子助成率＞    
・1.1％(ただし、小・中・中等教育・高・特殊教育諸学校は 0.6％)    
(平成 11 年 7 月 16 日現在の日本私立学校振興・共済事業団の融資利率を基準)    
＜融資規模＞   
    (大学・短大)  (小・中・高校)  (融資規模計)   








○共同研究施設の整備の促進 国立大学の敷地の廉価使用 平成１０年８月施行 









 ○国立大学等施設緊急整備５カ年計画 平成１３年４月策定 
・国立大学等の施設については、今後、約 1,100 万㎡の整備が必要と見込まれている









平成 12 年度補正予算（前倒し分） 約５０万㎡ １，４８５億円 
平成 13 年度当初予算 約２５万㎡ １，０１３億円 
第１次補正予算 約６万㎡ １５５億円 






（１）大学院充実等に伴う大学院施設の狭隘解消等 約１３万㎡ 507 億円 
（２）卓越した研究拠点等     約２万㎡ 105 億円 
（３）先端医療に対応した大学附属病院  約９万㎡ 520 億円 
（４）老朽化した施設の改善整備   約１０万㎡ 332 億円 
合計  約３４万㎡  1,464 億円 
（５）ＰＦＩ実施準備    約１９万㎡ 
大学院充実等に伴う大学院施設の狭隘解消等 約１５万㎡ 














































































○大型放射光施設（Spring-8）整備計画 文部科学省 平成９年供用開始 
 ・「大型放射光施設(SPring-8)に関する中間評価報告」（科学技術・学術審議会研究計画・
評価分科会 平成１４年度）で SPring-8 の運営システムの改革等について提言、戦略
的な研究を推進する等の改革を続行中  

























































































































































注：ＰＦＩ事業（平成 15 年度着手）を含む。 
出典：今後の国立大学等施設の整備充実に関する調査研究協力者会議「知の拠点－国立大学施設
の充実について－国立大学法人の施設整備・管理運営の方針」 平成 15 年 7 月。 
 
＜事業費＞ 



















































  16 年度予算については現在要求中。15 年度予算には PFI 事業 675 億円を含む。 
  13 年度当初予算には、12 年度補正による前倒し分 1,485 億円を含む予算を含む。 
出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」
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注：国立大学（短大含む）99 校、高等専門学校 54 校、大学共同利用機関 14 校 計 167 校、各年 3月末。 








































































注：国立大学（短大含む）99 校、高等専門学校 54 校、大学共同利用機関 14 校 計 167 校、各年 3月末。 











当初予算額 5,649 5,761 2,477
補正予算 5,609 6,526 5,120






































































































出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」 
平成 15 年 5月 27 日、平成 13 年版科学技術白書。 
 
 ⑤国立試験研究機関における施設整備費 
  ・国立試験研究機関等における施設の老朽化・狭隘化対策のための予算額 
   平成 13 年度 1,842 億円→ 14 年度 941 億円 
 
注：補正予算含む。 
出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」


























































  京都大学 桂キャンパス（工学研究科・情報学研究科） 






































   「コラボほっかいどう」（北海道産学官協働センター、平成１２年５月 運営開始） 
民間が国立大学構内に設置する“全国初”の施設で、改正研究交流促進法の適用第１号。 
北海道大学構内において、以下の７分野において共同研究を実施。 
■食品・バイオ系  ■食関連機器システム系■環境・リサイクル系 















11 東北大学 未来情報社会研究館 S6-1 6,226 4,230,000
ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ(株)他
6社 
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図表７．１．12  第 1 期、第２期計画における私立大学への補助金 
（科学技術関係経費分のみ、当初予算＋補正予算、百万円） 








私立大学等研究設備整備費等補助 13,767 35,586 13,180
私立大学等経常費補助金 609,365 707,148 441,282
私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費補助 50,453 0 0
私立学校教育研究装置等施設整備費補助 0 110,775 61,042
私立学校施設高度化推進事業費補助金 0 1,719 256
私立学校施設高度化事業費補助 0 0 371
私立大学への補助金の合計 673,585 855,228 516,131

















公立大学等教育設備整備費等補助金 3,307 1,614 0
公立大学等設備整備費等補助金 0 3,619 0
公立大学等設備整備等の助成に必要な経費 0 0 2,228






























































に基づくプロジェクトでは１０年)   























  (a) 対象者の研究の内容・必要性、研究計画の妥当性及び研究者としての自立性等を重
視する。 




 ①研究交流促進法 平成４年改正 
○研究公務員の採用について任期を定めることを可能とした 
 





















































































































・研究を支援する技術職は 8,290 人でやや減少傾向にある。 
図表７．２．４ 国立大学の職務別職員数（本務者）単位：人 
平成13年度 平成14年度 平成15年度
技術技能系 8,738 8,491 8,290
職員数












 ○熊本大学 生命資源研究・支援センターの例 









































































 ○研究情報データベース化支援事業 科学技術庁 平成８年度～ 
 ○知的基盤整備推進制度 平成 9年度～ 
・産学官の連携の下、知的基盤の整備に資する研究開発を一体的かつ体系的に実施す
るため、科学技術振興調整費を活用 




















 ３．計測方法・機器等の整備  
 ４．データベースの整備 
・知的基盤整備計画のフォローアップと見直しのまとめ 平成１４年１１月～ 


















































































注：１．研究用材料整備 ２．計量標準整備 ３．計測方法・機器等整備 ４．データベース整備 




総合科学技術会議  平成１３年１２月 
 
















 平成１４年度  








 ○「知的財産戦略大綱」を策定 知的財産戦略会議(議長：内閣総理大臣)  
平成１４年７月 
・我が国全体の知的財産戦略に関しても政府全体で推進 
第 155回国会では「知的財産基本法」が成立 平成１４年 
 ○同法に基づいて「知的財産戦略本部」(本部長：内閣総理大臣,副本部長：内閣官房長官・
科学技術政策担当大臣・文部科学大臣・経済産業大臣)を設置 




○大学知的財産本部整備事業 文部科学省 平成１５年度 
・全国の国公私立大学・高専・大学共同利用機関が合計８３件の申請を提出。 
科学技術・学術審議会 技術・研究基盤部会   産学官連携推進委員会の下に置かれた「大
学知的財産本部審査小委員会」が審査 























 ○科学研究費補助金研究成果公開促進費 文部省 昭和５６年度 















 2001 年 2002 年 2003 年 2010 年目標 備考 
計量標準 82 種 136 種 152 種 約 250 種 








  2003 年のデータは文部科学省アンケートによる調査。 
出典：文部科学省、「科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会 知的基盤整備委員会（第 5回） 








出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成 15 年






 2001 年 2002 年 2003 年 2010 年 
目標 
備考 
微生物（株数） 約 20 万 約 25 万 約 29 万 約 60 万 輸入が困難 





約 6 万） 
約 2,200 
（ﾏｳｽ胚：














約 22 万 
約 4 万 6
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約 34 万 
約 7 万 2
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約 34 万 
約 7 万 4
千 
 
約 60 万 






出典：文部科学省、「科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会 知的基盤整備委員会（第 5回）配布資料 
平成 16 年 2月 20 日）。 
 
  ○具体的事例 
＜ナショナルバイオリソースプロジェクト＞（文部科学省） 





もに、特性評価を実施し、これらを増殖・保存。平成 14 年度末までに植物 22.5
万点、微生物 2万点、動物 885 点を整備。 
 220
＜生物遺伝資源センターの設置＞（経済産業省） 
：平成１４年度末までに微生物 28,400 点、解析を終えたヒトｃDNA 約 3 万個を整備。







出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成 15








  ・平成 1４～１６年度：人間 d－他の自動計測システムの開発等を実施 
 (環境省) 
  ・平成 13 年度：環境中濃度の予測モデルに PRTR データ等を統合した PRTR データ活用
環境リスク評価支援システムを開発。 
出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成


















































出典：文部科学省、「科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会 知的基盤整備委員会（第 5回）配布資料 






  国研  ６８（平成７年度）→１８８件（平成１１年１２月３１日まで（実績）） 









  ・防災データの収集 
 (環境省) 
  ・地球環境や化学物質等のデータベース構築。環境標準試料等の知的基盤整備。 
出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成 15




































































































































































































































































注：2001 年のデータは、知的基盤整備計画（答申）のデータ。2003 年のデータはアンケートによる調査。 
 
出典：文部科学省、「科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会 知的基盤整備委員会（第 5回） 





 ・平成 13 年 12 月 「研究機関等における知的財産権等研究成果の取り扱いについて」
関係大臣に意見具申 
  ・平成 14 年 1 月 知的財産戦略専門調査会の設置 




 ・平成 14 年 2 月 知的財産戦略会議の設置 
 ・平成 14 年 7 月 「知的財産戦略大綱」をとりまとめ 
 ・平成 14 年 11 月 「知的財産基本法」が成立、平成 15 年 3 月 1日より施行 
・平成 15 年 3 月「知的財産戦略大綱」を策定 知的財産戦略会議 
(議長：内閣総理大臣)   
 
出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成 15 年











































































































































H14. 2.25 知的財産戦略会議の開催を決定 
H14. 7. 3 知的財産戦略大綱を決定【概要／本文】  
H14.12. 4 知的財産基本法を公布 
H15. 3. 1 知的財産基本法を施行 
H15. 3. 1 知的財産戦略本部を設置 
H15. 7. 8 「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」の重要政策課題
に関する専門調査会を設置 
H15. 7. 8 知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画発表 
H15. 10 知的財産に保険制度、経産省が創設、外国企業の未払い補償、特許な
どの有効活用促す 
H15. 10.22 ＡＰＥＣ首脳会議 バンコク宣言要旨 
インターネットアクセスの拡大、知的財産権の保護など、知識集約型
経済の構築への努力を強化 
H15. 10.26 知的財産高等裁判所の素案発表 
H16. 3. 2 知的財産高等裁判所を東京高裁内に設置する「知的財産高等裁判所設








































 ①WIPO 関連の状況 











・ 技術的保護手段の回避に関する規定  
・ 権利管理情報の改変等に関する規定  
○情報化社会における著作権保護の整備 ・ すべての著作物についての譲渡権  
・ コンピュータ・プログラムやデータベースの保護の確認  
・ コンピュータ・プログラム等に対する貸与権  
・ 写真の保護期間の延長（他の著作物と同様５０年）  
  
３．締結状況等 
  １４年３月６日発効済。１４年６月現在の締約国は３５カ国（G8 では我が国、米国のみ。


















平成７年度   「知的財産権担保融資」を創設 












平成 12 年 12 月 （株）イー・キュー・ジャパンによる｢心の知能指数｣開発（EQ 検査シ
ステムの開発事業）に新規事業育成融資を実施。 
平成 14 年 1月 三和システム株式会社の行う開発投資に対して、筑邦銀行と共に融資
（協調融資）と債務保証を実施。 
平成 15 年 3月 株式会社ペンシルの行う開発投資に関してインターネットポータルサ
イトを担保に知的財産権融資を実施。 





新規事業育成関連融資 うち知的財産権担保融資  
社 数 金 額 社 数 金 額 
平成７年度 ９社 ５億円 ８社 ４億円
８年度 １９社 １３億円 １８社 １２億円
９年度 ２６社 １３億円 ２５社 １２億円
10 年度 ３９社 ２４億円 ３５社 ２２億円
11 年度 ３６社 ２３億円 ３３社 ２１億円
12年度上期 １８社 １０億円 １６社 １０億円
出典：産業基盤整備基金報告書 平成１２年度「知的財産権担保を活用した融資に関する調査・研究」。 
 
・平成 7年度～平成 16年 3月のベンチャー企業向け知的財産権担保融資の累計は、融資件














































・各省のネットワークの相互利用により,米国をはじめ APEC 地域を接続 (APAN) 
 






○仮想研究環境 ITBL(IT-Based Laboratory)構想を推進 文部科学省 平成１２年度～  
・国内の研究機関のスーパーコンピュータ及びデータベースを高速ネットワークで結
合、高度な研究を展開する 









・学術情報ネットワーク(SINET)：平成 15 年 3 月末現
在で 766 機関が接続し、米国,英国及びタイと接続 
・世界最速の研究ネットワーク「スーパーSINET」（先
端的学術研究機関を 10Gbps(ギガビット毎秒)の回






的に平成 15 年 11 月 SINET に統合 
・ITBL（IT－Based Laboratory：IT 技術を活用し仮想
的な共同研究環境を実現するプロジェクト）はスー
パーSINET に接続。平成 13 年度から開始。 











ッドとしてこれを活用・開放しており,平成 13 年 10
月には IPv6 にも対応 
出典：文部科学省、「科学技術白書」、国立情報学研究所、「平成 15 年度要覧」より作成。 
 
 ②コンピュータの整備 
 ○情報通信共同利用館を整備 農林水産省 平成１４年１２月 
・「つくば WAN」と「農林研究団地 WAN」との接続拠点としての機能等を有する。  
 
○サイバーキャンパス整備事業 文部科学省 平成１４年度～ 
 平成１４年度予算額  １０億５，０００万円 
































































NACSIS-DiRR：大学等の研究機関について（平成 11年 10 月からは ReaD
とのシステムによる統合検索を開始、国内 20 万件以上の膨大な研究情
























































































出典：文部科学省、「平成１２年版科学技術白書」 第 3-2-20 図。 
 














 ③JST のデータベースにおけるデータ掲載数 
 ・JST において昭和 50 年代からの文献情報が整備されている。 
 





























昭和 56 年 4
月～現在 










昭和 56 年 4
月～現在 

















































約 500 万 工学 工学と技術に関する文献 
 
注：①JST： 科学技術振興事業団。平成 15 年 10 月に独立行政法人化（科学技術振興機構）。 
②STN： STN International。 
日本の JST、米国の Chemical Abstracts Service、ﾄﾞｲﾂの FIZ Karlsruhe が共同で提供す
る国際的な化学技術情報のオンラインネットワーク。日本の利用者は、JST の運営する STN
東京サービスセンターにアクセスすることで、自由に検索できる。 




























国立大学 公立大学 私立大学 大学合計
コンピュータ導入実施率 100.0% 97.3% 98.6% 98.7%
端末導入状況 業務用 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
利用者用 100.0% 98.6% 98.2% 98.5%
目録所在情報の電子化 実施率 100.0% 96.0% 92.4% 93.9%
一次情報（原文情報）の電子化 電子化実施校の割合 59.6% 12.3% 20.6% 25.4%
国立情報学研究所との接続 接続実施校の割合 100.0% 100.0% 88.9% 91.7%
(接続実施校の割合) NACSIS-CAT(目録ｼｽﾃﾑ) 100.0% 98.6% 87.3% 90.4%
NACSIS-ILL（ＩＬＬｼｽﾃﾑ) 100.0% 90.4% 69.5% 76.2%
NACSIS-ELS(電子図書館ｼｽﾃﾑ) 55.6% 26.0% 29.1% 32.6%
提供している 100.0% 89.0% 87.3% 89.4%
目録所在情報 100.0% 86.3% 82.6% 85.5%
利用情報 98.0% 72.6% 73.7% 77.1%
一次情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 51.5% 9.6% 14.7% 19.5%
二次情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 74.7% 26.0% 28.1% 34.7%
CD-ROM 84.8% 38.4% 22.0% 32.9%
ｵﾝﾗｲﾝｼﾞｬｰﾅﾙ 91.9% 31.5% 34.9% 42.8%
その他 27.3% 2.7% 4.8% 7.8%
CD-ROMによるサービスの提供 提供している 98.0% 90.4% 83.4% 86.3%
ﾈｯﾄﾜｰｸで提供 88.9% 41.1% 30.7% 40.3%
1校当たり平均タイトル数 10 3 4 5
ｽﾀﾝﾄﾞｱﾛﾝで提供 92.9% 82.2% 77.8% 80.5%
1校当たり平均タイトル数 67 56 61 61
図書館のホームページの開設 開設している 100.0% 86.3% 82.6% 85.5%
管理主体 図書館 100.0% 67.1% 60.6% 67.1%
図書館以外 0.0% 19.2% 21.2% 17.9%
図書館から学内 ＬＡＮ上への
サービスの提供
出典：文部科学省、「平成 14 年度大学図書館実態調査結果報告 （平成 14 年 5月 1 日現在）」より作成。 
 









































 ○国立情報学研究所：GeNii（NII 学術コンテンツ・ポータル） 
 Global Environment for Networked Intellectual Information  
URL http://ge.nii.ac.jp/  一部が平成 14 年 4 月より公開  
 
図表７．５．７ 案内情報データベースの状況 
 (1) 第一期（平成 14年 4 月）公開機能  
□名称  








(2) 第二期（平成 14 年度後半）以降の公開予定  
○NII 図書情報ナビゲータ（仮称） ＜平成 14 年 10 月公開予定＞  
図書の内容情報（目次､帯・カバー等に記載の情報）からの検索を可能とする。  
Webcat との連携により､図書館の所蔵情報をあわせて提供する。  
連想検索（類似図書の検索､検索結果の要約キーワード自動抽出）を可能とする。  






出典：国立情報学研究所、「平成 15 年度要覧」。 
 
 ⑥省際ネットワークのスペックの推移 
○省際研究情報ネットワーク(IMnet) 科学技術振興事業団 平成８年度～ 
・府省の枠を越えて研究機関間を結ぶ研究情報ネットワークとして運用 
 






























・米国：Abeilene 欧州：GEANT 等の研究ネットワークと相互接続 






















































○ものづくり基盤技術振興基本法 制定 平成１１年３月 
○ものづくり基盤技術基本計画を政府 策定  平成１２年９月 
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○ものづくり学習振興支援事業 平成１２年度～ 
＜内  容＞    
都道府県にものづくり教育関係者(小・中・高等学校，大学等関係者，民間企業の技術者等)
による｢ものづくり学習振興協議会｣を設置 
(1) 全国連絡協議会の開催  中央  年 1回 
(2) ものづくり学習振興支援事業の委嘱  8 地域 
1) ものづくり学習振興協議会の開催  都道府県  年 5 回 
2) ものづくり学習振興支援事業の実施  
  ものづくり学習指導者のデータベースの構築  
  ものづくり学習指導者の研修会の実施  
   ものづくり学習のための教材データベースの構築    
出典：文部科学省資料 報道発表、




















































































http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/11/08/990807a/990807b.htm より作成 。 
図表７．６．２ 省庁による情報システムの開発 











に都道府県の公設試験研究機関等へ導入した 3 次元 CAD/CAM 機器等を活



























































































































































平成１５年度予算 10,724 百万円 → 平成１６年度 概算要求 13,449 百万円 
・研究人材の養成・確保の強化を念頭に、以下の諸事業の実施を通じて、科学技術・学
術活動の国際化を強力に推進する。 
◆国際的重要課題への機動的対応      （1,500 百万円*） 
  ①我が国の国際的リーダーシップの確保（科学技術振興調整費） 
  ②国際科学技術協力推進事業 
◆多国間交流ネットワーク事業の展開 （平成１５年度新規事業）（696 百万円） 
  ①先端研究グローバルネットワーク事業 
  ②拠点大学交流事業多国間展開の推進 
 ◆研究者国際交流の促進    （11,253 百万円) 
  ①外国人特別研究員 
  ②若手研究者育成事業 
  ③大学間交流支援事業 
 
＜国際的研究環境の導入による人材養成拠点の整備等＞ 
平成１５年度予算 14,661 百万円 → 平成１６年度 概算要求 21,798 百万円 
・フロントランナーにふさわしい、世界に通用する創造性豊かな研究者等の養成を図る
ため、以下の施策を一体的に推進。 
①国際的研究環境の導入による人材養成拠点の整備 （11,000 百万円*） 
    科学技術振興調整費「戦略的研究拠点育成」において、在外研究者、独立性の高い
任期付の研究者を活用するなど、研究者の流動化、研究環境の国際化等を推進する
ことにより、国際的に活躍できる優れた人材を生み出す人材養成拠点を新たに創出 
  ②大学院博士課程学生の支援        （8,276 百万円） 
  優れた博士課程学生が主体的に研究に専念できるよう、特別研究員事業（日本学術
振興会）の拡充 等 
  ③若手研究者等の海外派遣の支援     （2,054 百万円） 
  優れた若手研究者の海外派遣機会の拡大に向けた、海外特別研究員事業（日本学術
振興会）の拡充 等 




出典：平成１６年度 概算要求主要事項 文部科学省 平成１５年８月２９日 












































日ソ科学技術協力協定 （1973.10） 日加平和利用原子力協力協定(1980.9改正) (1960.7)
日仏科学技術協力協定（1991.6改定） （1974.2） 日仏平和利用原子力協力協定(1990.7改正) (1972.9)
日独科学技術協力協定 （1974.10） 日豪平和利用原子力協力協定 (1982.8)
日・ポーランド科学技術協力協定 （1978.11） 日中平和利用原子力協力協定 (1986.7)
《科学技術一般》 日米科学技術研究開発協力協定(1988.6改定) （1980.5） 日米平和利用原子力協力協定 (1988.7)
科学技術協力協定 日中科学技術協力協定 （1980.5） 日英平和利用原子力協力協定 (1998.10)
取極 日豪科学技術研究開発協力協定 （1980.11）
その他 日・インドネシア科学技術協力協定 （1981.4） 協力協定、取極　　5か国　　5協定、取極
日・ﾕｰｺﾞｽﾗｳﾞｨｱ科学技術協力協定(注４) （1982.2） 日独平和利用原子力協力取極 (1959.3)
《原子力関係》 日伯科学技術協力協定 （1984.5） 日・スウェーデン平和利用原子力協力取極 (1973.4)
原子力協定 日印科学技術協力協定 （1985.11） 日伊平和利用原子力協力取極 (1973.10)
→ 取極 日韓科学技術協力協定 （1985.12） 日韓平和利用原子力協力取極 (1990.5)
日加科学技術協力協定 （1986.5） 日ソ平和利用原子力協力協定(ロシアが承継) (1991.4)
→ 日伊科学技術協力協定 （1988.10） （注６）
《原子力安全関係》 日英科学技術協力協定 （1994.6） 《原子力安全関係》
日・イスラエル科学技術協力協定 （1994.12） 　　取決め、覚書　　8か国　　8取決め、覚書
日蘭科学技術協力協定 （1996.11） 日米規制情報交換取決め (1974.5)
《環境関係》 日・フィンランド科学技術協力協定 （1997.9) 日仏規制情報交換取決め (1979.3)
日・スウェーデン科学技術協力協定 （1999.1) 日・スウェーデン規制情報交換覚書 (1989.7)
日露科学技術協力協定 （2000.9) 日独規制情報交換覚書 (1989.9)
《その他》 日韓規制情報交換取決め (1991.12)
取極　　5か国　　4取極 日英規制情報交換取決め (1993.1)
日・ルーマニア科学技術協力取極 （1975.4） 日中規制情報交換取決め (1994.4)









日・ﾉﾙｳｪｰ貿易経済協議 (1981.11) ［1986.10］ 日米環境保護協力協定 (1975.8)
日・ＥＵ科学技術ﾌｫｰﾗﾑ (1994.6) ［1994.6］ 日ソ環境保護協力協定（ロシアが承継） (1991.1)
日・スイス科学技術協力会合 (1994.10) ［1994.10］ 日･EU環境高級事務レベル会合 (1992.1)
日・ＥＵﾊｲﾚﾍﾞﾙ協議 (1973.5) ［1982.1］ 環境問題に関する日豪専門家会合 (1992.7)




多国間協力協定等 → 宇宙基地協力協定　　　（注３） （1992.1) 天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR) (1964.1)
国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ） （1992.7） 日米エネルギー協力協定(1990.2改定) (1979.5)
地球観測衛星委員会（ＣＥＯＳ） （1984.9） 日・ＥＵ核融合協力協定 (1989.2)
宇宙機関会議（ＳＡＦ） （1993.3）
国際連合 開発のための科学技術委員会（ＣＳＴＤ） （1979.12）
























































































































































































































































































































































同 北陸農業試験場 研究報告についての英文翻訳の予算措置と翻訳者を紹介 
同 九州農業試験場 九州農業試験場主催の国際ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催 
同 家畜衛生試験場 研究成果の学術論文等への公表に際して英文翻訳、校正を支援 
同 農林水産政策研究所 





























































































 ①ＳＴＡフェローシップ制度  科学技術庁 昭和６３年～平成元年９月まで 
































 ・平成８年度以降、3,500 人前後の外国人研究者を擁している。  
 
 図表８．３．１ 筑波研究学園都市 外国人研究者数（2週間以上の滞在者）の推移 







































注：調査した 128 機関のうち、回答があったのは、117 機関。そのうち外国人研究者等を受け入れた
とする回答があった機関は、国立試験研究機関、独立行政法人、大学等 33 機関中 27 機関、公益
法人 15 機関中 2機関、学校法人 2機関中 1機関、民間研究所 78 機関中 22 機関の計 52 機関。 
出典：筑波研究学園都市研究機関等連絡協議会、「平成 14 年度筑波研究学園都市の外国人研究者等調





平成 8年度 平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度










9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
合計 7人 7人 11人 5人 7人 12人 10人
日本人 6人 6人 8人 5人 5人 8人 8
















7 年度 12 年度 13 年度 14 年度 
物質・材料研究機構 1 5 5 3 6 
日本原子力研究所 0 0 2 2 3 
核燃料ｻｲｸﾙ開発機構 0 0 0 0 0 
放射線医学総合研究所 0 0 2 3 3 
防災科学技術研究所 0 0 0 0 0 
理化学研究所 1 7 8 8 10 
科学技術政策研究所 1 1 0 0 0 
海洋科学技術センター 0 0 0 1 1 
航空宇宙技術研究所 0 0 0 1 0 
北海道開発土木研究所 0 0 0 1 1 
港湾空港技術研究所 0 0 2 2 2 
海上技術安全研究所 0 0 0 0 1 
交通安全環境研究所 0 0 0 1 1 
通信総合研究所（CRL) 0 10 12 12 11 
農業・生物系特定産業技術研究機構 0 0 0 2 2 
畜産草地研究所 畜産試験場 0 1 0 0 0 
畜産草地研究所 草地試験場 0 0 1 0 0 
農林水産省 家畜衛生試験場 0 0 1 0 0 
農業生物資源研究所 0 1 1 1 2 
蚕糸・昆虫農業技術研究所 1 1 1 0 0 
農業環境技術研究所 0 0 3 3 3 
国際農林水産業研究センター 0 1 2 3 4 
水産総合研究センター 0 0 0 1 1 
国立水俣病総合研究センター 0 0 0 0 1 
国立環境研究所 0 1 2 4 7 
産業技術総合研究所 2 26 43 46 50 
社会保障研究所 10 １0 0 0 0 
産業安全研究所 0 0 1 1 1 
産業医学総合研究所 0 0 1 0 0 
国立公衆衛院 0 0 1 1 0 
国立保健医療科学院 0 0 0 0 1 
国立感染症研究所 0 0 0 1 3 




















































出典：社団法人 科学技術国際交流センターHP より作成。 
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 ⑤日本学術振興会受け入れ 外国人特別研究者数 
 ・日本学術振興会受け入れ外国人特別研究者は年々増加、平成 12 年度実績は 1,711 人で
ある。 





















































 ⑥STA フェローシップの招聘人数の推移 
 ・平成 14 年度以降は毎年 1,000 人以上がフェローとして招聘されるようになっている。 
 
図表８．３．６  STA フェローシップの招聘研究者数 












出典：社団法人 科学技術国際交流センターHP→JSPS フェローシップ掲載部分。 





































































































（3年間） （5年間） （5年間） （単年）
























出典：研究機関研究者数は総務庁統計局科学技術研究調査報告、各年 4月 1日現在。 





図表８．３．９ 日本人研究者 海外派遣人数の推移 
 
26,504 27,224 26,330 26,971 31,622
33,480
41,965












































（3年間） （5年間） （5年間） （単年）









































































 ＜総合戦略の策定＞   → 科学技術基本計画 
  ＜予算、人材等の配分の方針の策定＞ → 科学技術関係資源の配分の方針 
＜国家的に重要なプロジェクトの評価＞  


























































































出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成
































○専門調査会の活動状況 （開催回数は平成 15年 9月末現在） 


















 ・日本学術会議の在り方に関する専門調査会(平成 13 年 1 月設置、平成 15 年 3 月 28 日廃


















出典：総合科学技術会議「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成 15 年


























































































出典：「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成 15 年 5 月 27 日総合































































①総合科学技術会議、「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」平成 15 年 5
月 27 日。  
②総合科学技術会議 決定事項「国家的に重要な研究開発等の今後の進め方について 























○平成８年１０月～９年５月 科学技術会議政策委員会 評価指針策定小委員会 開催  
○科学技術会議として「国の研究開発全般に共通する評価の在り方に関する大綱的指針」
の策定について意見具申（平成９年７月２８日）、同年８月７日閣議決定 














































・平成１４年度：３件     
「再生医療の実現化プロジェクト」「準天頂衛星システム」「イネゲノム機能解析研究」 



























①総合科学技術会議、「平成 14 年度 科学技術基本計画に基づく科学技術政策の進捗状況」  平成 15
年 5月 27 日。  

































○基本計画のフォローアップ 総合科学技術会議 毎年度末 
「平成１４年度科学技術基本計画（平成１３年～１７年度）に基づく科学技術政策の進
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